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新産業技術推進ビジョン

未来を織りなす 創造と循環のまち
～伊那に生きる、ここに暮らし続ける～

目指す姿

　伊那市における新たなビジネスモデルの創出やIoT活用に向けた人材育成を
進めるため、平成28年5月にIoT等新産業技術推進のためのコンソシアムとし
て、伊那市新産業技術推進協議会を設置し、取組を進めてきました。
　取り組みを進める中で、今後の産業イノベーションのあるべき姿や地域課題
解決に向けた処方箋として、伊那市新産業技術推進ビジョンを平成30年に策
定しました。
　令和4年度末をもって「伊那市新産業技術推進ビジョン」が終期を迎えること
から、今後も新産業技術を活用し地域課題の解決を図り、誰ひとり取り残さな
い伊那市を創っていくため、第２期新産業技術推進ビジョンを策定しました。
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第 2 期 伊那市新産業技術推進ビジョンの策定に当たって 
 

  
近年、様々な分野においてＳｏｃｉｅｔｙ５．０やＤＸ、あるいはＧＸと呼ばれる、

新産業技術による取組みが行われており、産業構造や社会構造はもとより、私たち

の暮らしや仕事も大きく変化しはじめています。 
 
本市では、平成３０年に新産業技術を農林業や商工業の振興による地域経済の活性

化や、教育の充実による新しい時代に活躍できる人材の育成など、伊那市が抱える

地域課題の解決及び活力あるまちづくりに活用し、地方創生の実現に資することを

目的として第１期新産業技術推進ビジョンを作成しました。「伊那に生きる、ここ

に暮らし続ける」を目指す姿として掲げ、スマート農業やＩＣＴ教育、ドローン物流、ぐるっとタクシーやデ

ジタルタクシー、モバイルクリニック等のＭａａＳといった新産業技術により、若者や子育て世代が定住し

たくなる、高齢者がいきいきと活躍する、そうした活力と魅力があふれる伊那市の実現を着実に進めること

ができました。 
 
このたび、さらなる新産業技術の活用を目指して第２期ビジョンをまとめました。市民の皆様、地域企業・

関係団体等の皆様におかれましては、是非このビジョンをご一読いただき、新産業技術の活用から始まる、

日本を支える地方都市のモデルとしての伊那市の実現にご協力いただきますようお願い申し上げます。 
 
本ビジョン策定に当たり、栗林会長をはじめ、ご尽力いただきました新産業技術推進協議会委員、アドバ

イザー及び専門部会委員の皆様、並びに、ご支援、ご協力をいただきました関係機関、市民の皆様に心から感

謝申し上げ、巻頭の言葉といたします。 
 
 
 

令和５年３月 

伊那市長 白鳥 孝 

 

 
 

  



 
 

 
第 2 期 伊那市新産業技術推進ビジョンの策定に寄せて 

 

  

令和４年７月に諮問いただいた「伊那市第2期新産業技術推進ビジョン」を約８ヶ

月掛けて策定し、この度、白鳥市長に答申しました。  

 

このビジョンの策定に関して特に意識したのは、「第１期ビジョン」に基づき推進

した事業の継続性と深化、それを踏まえた更なる挑戦とその実行性を増すこと。そ

して出来るだけ多くの方の意見を聴き共に策定する姿勢です。 

 

具体的には、各分野１０専門部会の取り組みの分析と、市内１７００の企業・団体

へのアンケート、及び市民への意見募集。そして各界３４名の専門委員で構成する「新産業技術推進協議会」

を合計４回開き、議論を積み重ね、「第２期ビジョン案」を纏めました。更に現行の６専門部会で検討、自走

化した４部会とも擦り合わせを行いました。この事は今後の事業展開に大きな力になると思います。 

 

「伊那市新産業技術推進協議会」は、平成２８年５月に産学官連携により、“新産業技術による地域課題の解

決と産業振興”を目的として、「スマート農業」「スマート林業」「ＩＣＴ教育」の３部会体制でスタートしま

した。この活動は当初、手探り状態で不安もありましたが、ＫＰＩを明確にしてＰＤＣＡを回す進捗管理と、

結果重視の方針の浸透もあり、次第に充実度を増したと思います。 

 

この間「協議会」傘下の部会は、５部会、７部会、１０部会と活動領域を拡げ、外部機関より評価され、様々

な団体より表彰されるなど全国的にも注目されるものになりました。 

 

「第２期ビジョン」は、こうした第１期の活動結果を踏まえ、更に高い目標に取り組んで行く為、“循環と創

造のまち～伊那に生きる、ここに暮らし続ける～”を目指す姿に掲げ、取り組む分野として、「既存企業力の

強化」「新産業創出」「次世代を担う人材創出」「住民福祉の向上」「循環型社会創造」の５つを設定しました。 

 

「第１期ビジョン」策定当時と比較して、ＡＩ、ＤＸ、ＸＲ、ブロックチェーン、メタバース等の技術が急速

に発展し社会のあり様を大きく変えていく現実の中で、これらの技術を積極的かつ横断的に活用して、今後

の産業イノベーシヨンや地域課題の解決をはかる事としています。 

 

 私は子供の頃、世界で活躍できる人間になる事を夢見ていました。夢が叶い１８年間の海外駐在を含め長

く海外事業に従事しましたが、退職後は生まれ故郷の信州で過ごしたいと思い伊那に I ターンしました。伊

那の自然は本当に美しく人は親切、そのことを実感しながら日々を過ごしています。 

 

“地方創生こそ成長戦略”、伊那市が進める、新産業技術による「産業振興」や「新しい時代の人材育成」「住

民福祉向上」等は、伊那に住む人々に夢と安心を与え、これらの活動により“新産業技術活用のモデル都市”
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 第２期 新産業技術推進ビジョンの策定にあたって 
 

1 ビジョン策定の背景 

伊那市における新たなビジネスモデルの創出やＩｏＴ活用に向けた人材育成を進めるため、平成 28 年

5 月ＩｏＴ推進のためのコンソーシアムとして、伊那市新産業技術推進協議会を設置し、取組を進めてき

ました。取り組みを進める中で、今後の産業イノベーションのあるべき姿や地域課題解決に向けた処方箋

として、伊那市新産業技術推進ビジョンを平成３０年に策定しました。 
令和４年度末をもって「伊那市新産業技術推進ビジョン」が終期を迎えることから、今後も新産業技術

を活用し地域課題の解決を図り、誰ひとり取り残さない伊那市を創っていくため、第２期新産業技術推進

ビジョンを策定します。 
 

2 ビジョン策定の目的と構成 

本ビジョンは、新産業技術推進による今後の産業イノベーションのあるべき姿や、地域課題解決に向け

た処方箋を策定することを目的とします。 
 
本ビジョンの全体構成は、本編、附属資料、用語解説、協議会関連資料の４部構成となっています。(図 

1-1) 
本編は、5 章で構成されています。 
第 1 章「第 2 期新産業技術推進ビジョン策定にあたって」 
  本ビジョン策定の背景、目的、構成、位置付け、計画期間を記載しています。 
第 2 章「第 1 期ビジョンの取組」 
 第１期ビジョン取組実績概要、評価分析を記載しています。 
第 3 章「第 2 期ビジョン策定に向けて」 
本市の特徴と課題、本市の新産業技術活用状況概要、導入が期待される新産業技術を記載しています。 

第 4 章「第 2 期新産業技術推進ビジョン」 
  第 2 期ビジョンの基本方針、全体像、実現に向けたＫＰＩと目標値、ビジョン実現に向けた取組み方

針、推進体制を記載しています。 
第 5 章「第 2 期新産業技術推進ビジョン工程表」 
  新産業技術推進事業のビジョン工程表、ビジョン推進ＰＤＣＡマネジメントを記載しています。 
 

附属資料は2章で構成されています。 

第1章「本市の現状」 

本市の特徴、ＲＥＳＡＳから見た本市の産業分析、本市の新産業技術活用状況を記載しています。 

第2章「導入が期待される新産業技術」 

導入が期待される新産業技術として、ＩｏＴ、ＡＩ、ドローンなどの概要と活用を記載しています。 

 

用語解説は、本編と附属資料の中に記載された略称や専門用語などを抽出し、83ページ以降【用語解説】

で解説しています。 

協議会関連資料は、新産業技術推進協議会の経緯と名簿を掲載しています。 

 

 

図 1-1. 伊那市新産業技術推進ビジョンの構成 

 

3 ビジョンの位置付けと計画期間 

本ビジョンは、新産業技術の推進ビジョンとして位置付けられるとともに、本市での他の施策と有機的

に連携するものです。 
本市では、令和元年 3 月に第 2 次伊那市総合計画を策定し、将来像を「未来を織りなす 創造と循環の

まち 伊那市」とし、その実現に向け取組を進めています。本ビジョンは、こうした取組を新産業技術の

活用によりさらに推し進めることに貢献するものです。 
第 2 次伊那市総合計画と整合を図り、将来像の実現にむけ施策を進め、また、個別計画とは、たとえば、

「第４次伊那市地域情報化計画」「学校教育の情報化ビジョン２０２１」「２０５０カーボンニュートラル

行動計画」「第４次伊那市行政改革大綱」などと施策面、技術面で相互連携を図ります。(図 1-2) 

新産業技術推進ビジョン第2期 伊那市 新産業技術推進ビジョン第2期 伊那市

2 3



 

 

計画期間は、令和５年度（2023年度）～令和９年度（2027年度）の5か年です。 

 

 

 

 

図 1-2. 第２期 新産業技術推進ビジョンと各計画の関係 

 

  

 

 第 1 期ビジョンの取組 
 

第 1 期の新産業技術推進ビジョンの全体像を図 2-1 に示します。 
 

 

図 2-1. 第 1期 新産業技術推進ビジョン全体像 

 
1 第１期ビジョン取組実績概要 

官民連携コンソーシアムの新産業技術推進協議会は、協議会と部会で構成されています。 
 

 部会の活動 

協議会から独立・自走化した部会を含め、各部会が精力的に活動することにより、買物、交通、医療な

どの弱者も含め、伊那市民の広い範囲に貢献する新産業技術を適用した新たな事業を立ち上げ、提供して

きました。次に各部会の活動を簡潔に紹介します。 
 

(ア)スマート農業 

農林水産省では「スマート農業とは、ロボット技術や情報通信技術(ＩＣＴ)を活用して、省力化・精

密化や高品質生産等を推進する新たな農業を指す」としています。 
伊那市では、平坦な大規模圃場ばかりでなく、中山間地域における様々な立地条件下でのスマート

農業の先駆的モデル構築をめざし、新産業技術を活用した実証事業を進めてきています。事例として、

未来を織りなす 創造と循環のまち 伊那市

伊那市新産業技術
推進ビジョン 個別計画

第２次伊那市総合計画

整合を図り、
将来像の実現に向け
施策を進める

施策面、技術面で
相互連携を図る

　目指す姿の実現に向け、5つの分野（既存産業活性化、伊那新産業創出、住みよさの向上、行政サービ
スの拡充、新産業時代の人材育成）で地域の課題解決に新産業技術を活かします。この可能性を見えるか
たちにしたものを「新産業技術推進ビジョン」として示します。

新産業技術推進ビジョン全体像

伊那に生きる、ここに暮らし続ける

●業務効率化、行政サービス拡充
●地域課題拡大抑止と解決推進

行政サービスの拡充

●伊那市独特の教育とICT
●新学習指導要領の実現
●社会人教育の推進（充実）

新産業時代の人材育成

●地域内経済循環の活性化
●住民生活サポートの充実

住みよさの向上

●特徴ある新産業／事業の創出
●広い年齢層で雇用機会の創出

伊那新産業創出

●事業力強化、収益力向上実現
●生産性向上及び収入向上実現

既存産業活性化

◆行政業務効率化、コスト削減の推進
◆地域課題解決を推進する行政サービス拡充
　（安心して住む、働く、育てる、学ぶ、遊ぶ）

◆伊那市「学校教育の情報化ビジョン2017」施策推進
　　・先進的学び、伝統的学びのためのICT活用
　　・ICT教育環境充実　・校務の効率化
◆児童生徒への新産業技術体験機会の提供
◆新産業時代の人材育成、活躍を支援

◆生活環境ニーズに基づいた経済流通を活性化
　させるサービス事業の創出
◆生活環境を改善する住民サービスの開拓

◆1次と2次産業の融合による付加価値創出
◆自然環境を活用した環境エネルギー事業創出
◆研究機関と連携したヘルスケア分野の開拓

◆製造業の生産性向上、ノウハウの継承
◆農林業の省力化、生産性向上、6次化実現
◆観光業における伊那ファンの創生

「子どもが帰ってきたくなる伊那市」「若者が定住したくなる伊那市」
「子育てしたくなる伊那市」「若者／高齢者協働のまち伊那市」

適 用 分 野 施 策 策 定 方 針

伊那市新産業技術導入

事
業
力
強
化

新
陳
代
謝

住
み
よ
さ

安

　定

育
て
る

事業力強化・
収益力向上

既存産業の「強み」×新産業技術

伊那市発ならではの
新産業の創出

「強み」の複合化×新産業技術

地域内経済循環と
住民サービスの向上

住生活環境悪化懸念×新産業技術

行政コスト削減及び
行政サービス拡充

行政課題拡大懸念× 新産業技術

課題解決をリードする
新産業時代の人材創出

人材育成×新産業技術

新
産
業
技
術
導
入
推
進
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
サ
ポ
ー
ト

分
野
を
横
断
的
に
俯
瞰
し
、
適
合
す
る
新
技
術
選
定
／
効
果
的
導
入
を
実
現

新産業技術推進の姿

新産業人材

新技術（IoT、AI、ビッグデータ、ロボット）

保有資産（ノウハウ、技術）

目指す姿
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農業用機械の自動運行や肥料・農薬等の自動散布、ＧＰＳ（全地球測位システム）やインターネット

（クラウド）を介したデータ活用型の営農管理導入等、先駆的な実証実験などに取組み、一部について

は実用化の段階に入っています。これらの取組みをとおして、高齢化に伴う担い手不足の解消や遊休

荒廃農地の縮減を図り、「儲かる農業」の実現を目指しています。 
 

(イ)アドバンスト物流 

伊那市では、買い物困難者へのサービス提供としてドローンを活用した新たな荷物配送システムの

構築と持続可能な買い物支援の仕組みづくり、商品の調達から受発注、輸送、代金決済まで一連のサプ

ライチェーンの形成に取り組んでいます。 
たとえば、ドローン物流による買物支援サービス「ゆうあいマーケット」の実証などの取組みがあり

ます。 
 

(ウ)ＩＣＴ教育 

伊那市では、遠隔合同授業による多様な教育機会の確保及び学校・学年の枠を越えた交流活動の推

進、教育の情報化による自立的な学びを学校・家庭・地域の中で提供できる環境の整備に取り組んでい

ます。たとえば、ｉＰａｄ一人一台、電子黒板、書画カメラなど機材の整備、オンラインでの遠隔教

育、などを行っています。 
 

(エ)スマート林業 

農林水産省林野庁では、「スマート林業とは、デジタル管理・ＩＣＴによる林業、安全で高効率な自

動化機械による林業」としています。伊那市では、獣害や松くい虫被害への対策、森林の材積調査の作

業労力削減と高性能機械導入などによる林業経営の効率化にむけ、さまざまな実証実験委取り組んで

います。たとえば、獣害のくくり罠の無線での通知システム、ドローンでの空中撮影による材積調査、

高性能集材機の導入などに取り組んでいます。 

 
(オ)インテリジェント交通 

伊那市では、ＩＴＳ（高度道路交通システム）活用を通じた交通の最適化及びＡＩ自動配車サービス

による移動の利便性確保、次世代交通サービスによる多様な生活支援の提供と高齢者等の交通事故防

止の推進に取り組んでいます。たとえば、「ぐるっとタクシー(ＡＩ自動配車ドアツードア乗合タクシ

ー)」により、病院、買い物、行政手続きへの移動が確保できるようなサービスや「モバイルクリニッ

ク」という移動診察車によるオンライン診療などがあります。 
 

(カ)サスティナブル環境 

伊那市では、再生可能エネルギーやエネルギーの地産地消などによる環境負荷の低減と二酸化炭素

の排出抑制、脱プラスチック、食品廃棄の低減、消費者それぞれが各自にとっての社会的課題解決を考

えて消費活動を行うことなどによる、循環経済に繋がる行動の促進に取り組んでいます 
 

(キ)スマート工業 

伊那市では、製造工程等のオートメーション化や構成機器のネットワーク接続による業務効率と品

 

質管理の向上、次世代型工業生産システムの構築に向けた先端技術の普及と運用人材の育成に取り組

んでいます。 
 

(ク)アメニティ定住 

伊那市では、保有する遊休資産やスキルなどの貸し出しを仲介するしくみの構築等による時間や場

所を問わないサービスの提供と移住ニーズへの対応、結婚・出産・子育て世代等が将来にわたり地域で

暮らし続けられる環境の整備に取り組んでいます。 
 

(ケ)コネクテッド保健福祉 

伊那市では、国民の健康志向の高まりや新型コロナへの対応など保健・福祉政策でのＩＣＴ活用に

よるサービス提供に取り組んでいます。「いーな電子＠連絡帳」や「モバイルクリニック」を行ってい

ます。 
 

(コ)デジタル行政 

伊那市では、行政手続きが一か所でできるワンストップ化や、一度提出した情報は再度提出不要と

するワンスオンリーの実現を通じた住民サービスの高度化と利便性向上、実績データの政策への反映

や行政運営の効率化・適正化に取り組んでいます。 

 
表 2-1 に第１期ビジョンの主な取組実績を示します。 
また表 2-2 のように、協議会に参加している企業・団体などと連携した成果として、さまざまな団体か

ら表彰されています。 

シェアリングエコノミーサービス

ドローン物流による買い物支援サービス

マッチング型シェアリングエコノミー AIによるドアツードア乗合タクシー
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表 2-1. 第 1期ビジョンの取組実績 

 

表 2-2. 新産業技術を適用した活動の受賞 

 

年度 主催 名称/区分 受賞者 テーマ 対象事業 理由

2022 国土交通省
北陸信越運輸局長表彰
「令和４年度北陸信越運輸局長
賞」

伊那市 「無人航空機の活用による物流の効率化
の取組」 ゆうあいマーケット

無人航空機の活用による物流の効率化やケー
ブルテレビによる高齢者が使いやすいシステム
や地域団体や企業による形成糖を評価

2022
モバイルコンピューティン
グ推進コンソーシアム
（MCPC）

MCPC award 2022
「モバイルパブリック賞」 伊那市 「遠隔医療によるモバイルクリニック」 モバイルクリニック

モバイルシステムの導入によりIoT/AI分野で
の「業務効率化」、「業績向上」、「顧客満足度
向上」、「社会貢献の推進」、「先進的なモバイ
ル活用」等の成果を上げた事例を顕彰

2021
モバイルコンピューティン
グ推進コンソーシアム
（MCPC）

MCPC award 2021
「グランプリ
　総務大臣賞
　モバイルパブリック賞」

伊那市 「スマートドローンプラットフォームを利用し
たドローン物流サービス」 ゆうあいマーケット

モバイルシステムの導入によりIoT/AI分野で
の「業務効率化」、「業績向上」、「顧客満足度
向上」、「社会貢献の推進」、「先進的なモバイ
ル活用」等の成果を上げた事例を顕彰

2021
一般社団法人日本
UAS産業振興協議会
／株式会社コングレ

Best of Japan Drone アワード
2021
「ソフトウェア・アプリケーション部門
　最優秀賞」

（受賞者︓
KDDI/PRODRON
E）

「スマートドローンプラットフォームを利用し
たドローン物流サービス」 ゆうあいマーケット

ドローン産業の発展を奨励することを目的とし
て、出展者の製品・技術、サービスの開発や販
路開拓を促進し、その優れた製品やサービスを
国内外に発信、表彰。長野県伊那市で事業
化した受賞社の製品、サービスを評価

2020
モバイルコンピューティン
グ推進コンソーシアム
（MCPC）

MCPC award 2020
「ユーザー部門 特別賞」

信州大学、新光商
事、ソフトバンク、伊那
市有線放送、伊那市

「くくり罠センサー」 くくり罠センサー

信州大学、新光商事、ソフトバンク、伊那市有
線放送と伊那市が協働で開発を進めている
LPWAを利用した鳥獣罠センサー端末と温度
通知端末の通信実証と高度活用の仕組みの
提案

2020 株式会社インプレス
インプレスＤＸアワード2020
「プロジェクト部門
　準グランプリ」

伊那市 「遠隔医療によるモバイルクリニック」 モバイルクリニック
デジタルテクノロジーを使った新たなビジネスや
社会サービスの実現に向けた取り組みやそれを
実現するための製品／サービスを表彰

2020 全国ICT教育首長協議
会

2020日本ICT教育アワード
「経済産業大臣賞」 伊那市 「伊那市ICT教育」 ICT教育

今後のICT教育のモデルケースとしてふさわし
く、首長や地域のリー ダーの主体的な行動が
教育課題を解決し、他の地域でも展開できる
取組を表彰

2020
国際オートアフターマー
ケットEXPO実行委員
会

MaaS & Innovative
Business Model Award
2020
「サスティナビリティ部門
　優秀賞」

伊那市 「医療MaaS」 モバイルクリニック

MaaSなどモビリティテック分野の革新的なプ
ロダクト・サービスやビジネス、社会的に意義が
あり、画期的な取り組みや連携、交通や生活
を一変させる新たな挑戦などを表彰

2020 一般財団法人日本ケー
ブルテレビ連盟

ケーブル・アワード2020
第13回ベストプロモーション大賞
「グランプリ」

（受賞者︓伊那ケー
ブルテレビジョン）

「ケーブルテレビと未来を暮らそう」
伊那市ICTライフサポートチャンネル
　ケーブルテレビのネットワークを使い「タク
シー配車予約」「買い物」「見守り(安否確
認)」などが利用できる

ライフサポート
　チャンネル

様々な地域のケーブル・コミュニケーション活動
を讃え、認知向上と各社の活動内容の共有を
目的に、優れたプロモーションや施策を表彰

 

2 評価分析 

第１期ビジョンの取組についての評価分析の方法としては、各適応分野で当初設定した目標に対する各

施策の達成状況およびアンケート調査から評価分析を行いました。 
・第 1 期ビジョンの適応分野で定めた目標値と実績で施策の達成度を 5 段階で評価しました。 
・第 2 期ビジョン策定に向け、今回実施した市内企業アンケート調査で第 1 期の取組みと今後の期待へ

の回答から各施策の認知度、期待度を求め、得点化しました。 
・上記の「達成度」「認知度」「期待度」から、各適応分野に対する総合的な評点を算出しました。 
（目標の達成を３とし、上回る場合は４、評点は対象分野の目標値達成度、認知度、期待度の総和を目

標を上回る評価４の合算で割って求めた） 
・さらに関係者からのヒアリング結果を踏まえ、「さらに取組みが期待されるところ」を評価しました。 
 
上記の評価分析結果を表 2-3 に示します。 

表 2-3. 第１期ビジョンにおける適用分野と施策実施実績 

 
 

以上から第 1 期ビジョンの取組を総括すると下記の 2 点となります。 
 
◇各分野で先進的な取組にチャレンジし、全ての分野で大きな成果を上げ、目標値を達成することがで

きました。 
◇今後、各取組み成果の市民・企業への利用拡大／地域展開を図り、継続性を確保し、事業化(自走化)

への移行を達成させる必要があります。 
  

部　会 概　　要

スマート農業
（自走化）

■農業用機械の自動運行や肥料・農業等の自動散
布データ活用型営農管理技術確立
■「先駆的営農モデルの構築」と「儲かる農業」の
実現

スマート林業
（自走化）

■生産性・安全性向上による「儲かる林業」の実現
■松くい虫、獣害対策の効率化
■環境保全の基盤となる林業整備

スマート工業

■企業経営改善計画の策定および実行支援
　元気ビジネス応援隊（GBO）とIT専門家による
支援
■IoT人材の育成・確保

アドバンスト
物流

■「ゆうあいマーケット」事業：ドローンを活用した
新荷物配送システム構築と持続可能な買物支援
の仕組づくり（空飛ぶデリバリーサービス）
■「無人VTOL機による物資輸送プラットフォーム」
の構築

インテリ
ジェント交通

■「ぐるっとタクシー運用」AI配車情報配信基盤を
活用したルートを固定しない配車システムの運行

■「市街地デジタルタクシー」ぐるっとタクシーの
対象外である市街地に居住する高齢者等の移動
手段を確保する

部　会 概　　要

ICT教育
（自走化）

■小中学校でのICT機器・ネットワーク環境整備
■情報化による遠隔地教育、家庭、地域への活
用強化

サステナブル
環境

■2050年カーボンニュートラル宣言（令和3年）
や計画を策定、一般家庭でのCO₂抑制施策
（ペレットストーブ/ボイラー、屋根置き太陽光
パネル・蓄電池導入支援、LED化支援など）

アメニティ
定住
（自走化）

■地方創生アルカディア構想（チャットボット、
シェアエコノミー、伊那MRスクエアなどで
移住定住促進、関係人口増加）
■伊那市メタバース空間構築（伊那市らしいコ
ンテンツ体験と複数人のコミュニケーション
できる空間構築）

デジタル
行政

■デジタル化による行政サービスの利便性向上
■データ利活用の推進
■業務効率化に向けDX推進人材の育成

コネクテッド
保健福祉

■「いーな電子＠連絡帳」電子連絡帳を用いて
市内医療機関、介護保険事業所と効率的に情
報共有
■「モバイルクリニック事業」医師の乗らない移
動診療車によるオンライン診療
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 第 2 期ビジョン策定に向けて 
 

1 本市の特徴と課題 

第2期ビジョン策定に向け、本市の自然、社会、産業の特徴と課題を次のように整理しました。 

 本市の特徴 

本市は、長野県の南部に位置し、南アルプスと中央アルプスの二つのアルプスに抱かれ、中央部を天

竜川と三峰川が流れる豊かな自然と歴史・文化が育まれた自然共生都市です。南アルプスや中央アルプ

スから流れるミネラル豊富な清流や新鮮な空気、市の面積の 83%にあたる森林など、自然共生都市の名

にふさわしい豊かな自然環境を有しています。 
人口は、66,016 人（男：32,353 人、女：33,663 人 世帯数：28,276 世帯 令和5年 1月 1日現在)と

なっています。「第２期 伊那市地域創生人口ビジョン」によると 8 年後の令和 12 年（2030 年）には

60,132人まで減少すると推定されています。また、生産年齢人口は、令和2年（2020年）の35,986人

から令和12年（2030年）には、約4500人弱減少し、31,505人となると推定しています。（図 3-1） 
高遠城址公園の「天下第一の桜」や南アルプス国立公園といった観光資源にも恵まれており、歴史や

文化に触れながら大自然のパノラマを満喫することができます。月刊誌「田舎暮らしの本」「住みたい

田舎ベストランキング」の「２０２３年版 第１１回住みたい田舎ベストランキング」において人口規

模別ランキング（５万人以上１０万人未満のまち）の総合部門４位・子育て世代部門４位、エリア別ラ

ンキング（甲信エリア／長野県・山梨県）の総合部門２位に選ばれています。 
産業面においては、農業、林業、加工技術産業、食品などの健康長寿関連産業等、バランスよく産業

が発展しています。東京・名古屋のほぼ中間に位置し、中央自動車道や国道 153 号など幹線道路が整備

され、リニア中央新幹線や三遠南信自動車道の開通により大都市圏との時間的距離が劇的に縮まると期

待されています。 
地域には、信州大学農学部、長野県南信工科短期大学校（以下「南信工科短大」という）を有し、知

的資産の蓄積も充実しています。 
 

 

 経済の状況 

地域経済システム(ＲＥＳＡＳ)を用いて本市の経済を調査すると、次のような状況です。（図 3-2）（Ｒ

ＥＳＡＳ調査の詳細は、附属資料「第 1 章 2 ＲＥＳＡＳから見た本市の産業分析」をご参照ください。） 
地域経済の自立度を示す地域経済循環率は、84.6％であり、他地域にやや依存していると考えられま

す。生産付加価値額（2018 年）は、2,624 億円で、経年的に増加傾向にあります。 
また、域外からお金を稼いでいる主な産業は、「はん用・生産用・業務用機械」、「食料品」、「小売業」、「輸

送用機械」です。 
 民間消費額 ： 流出型（△28 億円） 民間投資 ： 域外流出型（△74 億円） 
産業波及効果の観点で産業を分類すると下記のようになります。影響力とは、ある産業への最終需要が

増えたとき、全産業の生産額にどの程度影響を及ぼすかという度合を表す係数です。感応度とは、地域

経済において各産業の最終需要が 1 単位ずつ増加した場合に、個別の産業がどの程度影響を受けるかを

表す係数です。 
 

 

・影響力大／感応度大：食料品他   ・影響力小／感応度小：林業 
・影響力大／感応度小：はん用・生産用・業務用機械、農業他 

農業は、産出額の総額が増加していますが、2018 年から減少傾向です。法人化率も大きく伸びています。

農産物の出荷先は、農協が多くを占めています。 
林業は、総収入が拡大し、規模の拡大・集約化が進展(1,000 万円～5,000 万円の経営体比率増加)してい

ます。 
製造業は雇用および出荷額が増加しています。（2015 年：15,257,884 万円⇒2019 年：18,581,692 万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）本市 第２期伊那市地方創生人口ビジョン（令和２年３月） 

図 3-1. 伊那市 総人口・年齢区分別人口の推計 
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図 3-2. ＲＥＳＡＳによる本市の地域経済循環 

 

 本市の特徴と課題の総括 

以上から本市の特徴と課題をまとめると下記のようになります。 

 

 

2 本市の新産業技術活用状況概要 

令和４年１１月に市内企業を対象に「事業運営及びＤＸ化の現況」、「第 1 期ビジョン認知度」、「第 2 期

ビジョンへの期待」についてアンケート調査を実施しました。アンケート調査の概要を図 3-3 に示します。

アンケート調査の詳細は、附属資料「第 1 章 3 本市の新産業技術活用状況」をご参照ください。） 

 

図 3-3. 市内企業への新産業技術に関わるアンケート概要 

 

 市内企業の事業運営の現況 

事業運営の課題についての回答は下記となりました。 
＜事業運営＞ 
事業課題 ：全業種：第 1 位「顧客・販路開拓」第 2 位「人材育成」第 3 位「人材不足解消」 

             製造業：第 1 位「生産性向上」 第 2 位「人材育成」 
 
上記から、経済情勢が不安定な中、「売上維持拡大」とその源泉となる「人材不足および人材育成」が

喫緊の事業課題として捉えられていることが分かります。そのためには、下記の取組みが考えられます。 
 ・「売上維持拡大」は、個社での対応ではなく、地域での取組みが望まれます。 
 ・「人材不足解消」として、第 1 期から取り組んでいる省力化の継続的な取り組みが必要となります。 
 ・「人材育成」については、次世代にもつながる創造力ある人材の育成が必要となります。 

 
 市内企業のＤＸ化の現況 

市内企業のＤＸ化の現況について回答は、下記となりました。(図 3-4) 
＜DX 推進＞ 
認知度 ： 理解/ある程度理解 41.9％  
活用度 ： 導入済 22％ ／予定 5％  ／取組みたい 45％ 
＜参考＞ （出典）中小企業基盤整備機構「中小企業のＤＸ推進に関する調査」(令和４年５月) 

全国：導入済 7.9％／予定 16.9％ ／取組みたい 34.1％ 

活用目的 ： 第１位「顧客・販路開拓」  第２位「業務改革」 
具体的な活用を回答した企業：９社 
 

 上記から分析すると、ＤＸ化は未だ 70％以上の企業が未着手であり、ＤＸ化は始まったばかりと言え、

今後の推進強化が必須と考えます。そのためには、下記の取組みが考えられます。 
 ・現行の取組内容を再評価し、企業変革により有効なＤＸ化策を支援していく必要があります。 
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 ・多くの企業が不得手の顧客・販路開拓に関わる取組みが求められています。 
 ・ＤＸ化に成功している企業の取組みを評価し、その横展開を図っていく必要があります。 
 

 

図 3-4. アンケートから見えた事業運営及びＤＸ化の現況 

 

 市内企業の新産業技術に対する認識 

新産業技術について、認知度、期待、活用にあたっての課題の回答は、下記となりました。（図 3-5） 
＜新産業技術＞ 
活用目的 ： 第１位「農業/食品」  第２位「健康・福祉・介護」 
活用に向けた懸念 ： 第１位「スキル人材不足」 第２位「技術活用の具体化」 
具体的な活用を回答した企業： 21 社 
第 1 期ビジョン取組み認知度： 知っている 6％、ある程度知っている 21％。 
 

上記から、分析すると、新産業技術に対する期待感は大きいものの、活用効果を実感するに至っていない

と考えます。そのためには、下記の取組みが考えられます。 
・ニーズに合致した本市の優位資源を生かした取組み、住みやすい街に貢献する取組みが求められます。 
・取組み成果を企業や市民に水平展開し、その優位性を実感してもらう必要があります。 
・新産業技術活用に成功している企業の取組みを評価し、その横展開を図る必要があります。 
 

市内企業においては、新産業技術に対する認知度は上がっており、その活用について実働の入口に立

ったという状況です。ただし、導入に当たって課題となる人材不足、導入目的の明確化等の解決は、一

 

企業での対応は難しいと思われるので、行政等による地域を挙げた取組みが期待されています。 
 

 

図 3-5. アンケートから見えた新産業技術に対する期待と懸念 

 
3 導入が期待される新産業技術動向 

今後導入が期待される新産業技術は、まずＤＸがあります。ＤＸの動向など整理すると表 3-1 のように

なります。 
ＤＸは、技術そのものではなく、経済産業省のガイドラインでは、「企業がビジネス環境の激しい変化に

対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズをもとに、製品やサービス、ビジネスモデ

ルを変革するとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確

立すること」と説明されています。 

新産業技術推進ビジョン第2期 伊那市 新産業技術推進ビジョン第2期 伊那市

14 15



 

表 3-1. ＤＸ（デジタルトランスフォーメンション）の動向と取組み指針 

 
 
次に、新産業技術は、図 3-6 に示す通り、その利活用で私たちの生活をより良くすることが期待されてい

ます。第 1 期ビジョンの中で利活用を進めているＩｏＴ、ＡＩ、ブロックチェーン、ＸＲ、メタバース、ド

ローン、ロボット、ＭａａＳなどの技術があります。技術の詳細と利活用事例は附属資料で説明します。 

 
(出典)総務省 平成27年版情報通信白書第2部第6章2030年の未来像～ICTが創る未来のまち・ひと・しごと 

図 3-6. ＩＣＴが創る未来のまち・ひと・しごと 

 

 第 2 期新産業技術推進ビジョン 
本章では、第 2 期新産業技術推進ビジョンの基本方針、施策方針、全体像、実現に向けたＫＰＩと目標

値、施策概要及び具体的な施策内容について示します。 

 

1 基本方針 

進化する新産業技術の活用は、幅広い分野で生産性を高め、新しい価値訴求を実現し、さらには従来よ

りも大きな規模のビジネスモデルを創造できるチャンスでもあります。新産業技術は、地域経済を引っ張

る大きな力となる可能性を持っています。 
この可能性を見えるかたちにしたものが「新産業技術推進ビジョン」となります。 
本市においては、「新産業技術推進ビジョン」を次の基本方針に基づいて策定します。 

＜「新産業技術推進ビジョン」策定に当っての基本方針＞

 

「第2期 新産業技術推進ビジョン」策定にあたっての基本方針
▶最終目標は、「未来を織りなす 創造と循環のまち ～伊那に生きる、こ
こに暮らし続ける～」の実現とします。
▶地域課題を的確に捉え、俯瞰して、その解決のために新産業技術を幅
広い分野に対して横断的に活用します。
▶新産業技術の活用は、第1期の活動で得られた成果の発展と本市の特
徴ある保有資産の活用と人材創出と併せて実施します。
▶具体策の実行においては、企業からの参入を促進し、さらにその成果
は全国に発信し、事業展開に結び付けます。
▶新産業技術の活用により地域の活性化に貢献し、もって若者の本市へ
の定住を図ります。
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2 全体像 

伊那を取り巻く社会経済環境を踏まえ、これからの伊那の成長に向けて重要となる 5 つの適用分野に対

して新産業技術を活用していきます。ビジョンの全体像を図 4-1 に示します。 
◇目指す姿 未来を織りなす 創造と循環のまち ～伊那に生きる、ここに暮らし続ける～ 
◇取組み指針 企業、市民、若者が主役となり、産・学・官・金と連携し、域内外に取組みを展開

し、かつ事業性を確保していきます。 
◇適用分野    「既存企業力強化」「新産業創出」「次世代を担う人材創出」「住民福祉の向上」 
         「循環型社会創造」 

 

 

図 4-1. 新産業技術推進ビジョン全体像 

 
 

さらに５つの適用分野に対する取り組みは、それぞれが独立して成果を発揮するばかりでなく、相互に

シナジー効果を発揮していくと考えられます。その効果の可能性を図 4-2 に示します。 
 
 
 
 
 

 

 

 

図 4-2. 5つの適用分野の取組みがもたらすシナジー効果 

 
  

未来を織りなす 創造と循環のまち
～伊那に生きる、ここに暮らし続ける～

第２期伊那市新産業技術推進ビジョン

●DX  ●IoT  ●AI  ●ブロックチェーン  ●XR  ●メタバース  ●ドローン  ●ロボット  ●MaaS  等新産業技術

循環型社会
創造

住民福祉の向上

次世代を担う
人材創出

新産業創出

既存企業力
強化 ■企業経営基盤強化

■伊那発新事業創出

■新産業技術活用推進

■STEAM教育導入

■実践体験教育

■住みやすいまちづくり

■伊那市の認知度向上

■循環推進プラットフォーム構築

■循環型活動推進

◆生産性向上／質の向上
◆需給拡大 ◆事業再構築

◆新事業／スタートアップ創出
◆スモールビジネス創出

◆文理の枠を超えた学習 ◆探究的な学習

◆新産業技術実践体験 ◆課題解決実践体験

◆健康福祉 ◆生活利便性向上
◆行政DX推進 ◆安全安心確保

◆地域ブランディング

◆資源循環推進 ◆エネルギー自給推進

◆循環型活動推進サービス構築

目指す姿

適 用 分 野 主 要 領 域 施 　 策

既存企業力強化

◆企業経営基盤強化
◆既存事業再構築

➡当たり前のように
　働ける環境実現

新産業創出

◆伊那発新事業創出
◆新産業技術活用推進

➡新たな収益源／
　雇用機会創出

住民福祉の向上

◆住みやすいまちづくり
◆伊那市の認知度向上

➡住みたくなる
　街の実現

次世代を担う人材創出

◆STEAM教育導入
◆課題解決実体験教育

➡今後の創造活動を
　担う人材育成

循環型社会創造

◆循環推進プラットフォーム構築
◆循環型活動の活性化

➡伊那市の循環型
　社会化推進

雇用機会創出

新事業実践
機会獲得

生活基盤確保

雇用維持／
収入拡大

既存事業への波及 保有スキル／技術活用

企業持続性
確保

地域持続 地域づくり
への積極参加

伊那市への
強い愛着

◆「優位資源」×
　「分野横断」新事業創出
◆スモールビジネス創出
◆新事業創出スキル＆
　マインド醸成

取組み（施策）

◆文理の枠を超えた
　探究的学習推進
◆新産業技術実践体験
◆課題解決実践体験

取組み（施策）

◆健康福祉／
　生活利便性向上
◆行政DX推進
◆安全安心確保
◆地域ブランディング

取組み（施策）

◆生産性向上（効率化／
　省力化）＆質向上
◆「場の創造」による
　需給拡大
◆事業再構築
　（新たな収益源獲得）

取組み（施策）

◆資源循環推進
◆エネルギー自給推進
◆循環型活動推進
　サービス構築

取組み（施策）

移住／関係人口創出・拡大移住／関係人口創出・拡大地域外企業連携強化地域外企業連携強化

未来を織りなす 創造と循環のまち
～伊那に生きる、ここに暮らし続ける～

●情報共有／利活用推進支援 ●新産業技術活用事業創出支援
●事業実践支援 ●マーケティング、利活用促進支援支援内容

【ビジョン推進体制構築】ビジョン実現を推進する4つの支援体制を構築する
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3 実現に向けたＫＰＩ(重要業績評価指標)と目標値 

第 2 期ビジョンの目指す姿実現に向け、次の３つのＫＰＩ(重要業績評価指標)／目標を設定します。 
 
◇全体ＫＰＩ／目標値設定  
目指す姿「未来を織りなす 創造と循環のまち」に対して市民や企業の視点からの定性/定量ＫＰＩを

定め、最終年度末(令和９年度)の目標を設定します。 
 
◇適用分野別ＫＰＩ／目標値設定  
全体ＫＰＩ目標達成に向けて適用分野ごとに定量ＫＰＩを設定し、3 年目(令和 7 年度)末と最終年(令

和 9 年度)末の目標値を設定します。 
 
◇事業ＫＰＩ/目標設定 
適用分野別の目標達成に向けて実施される事業における年度毎の達成レベルとレベル達成に向けた

定量ＫＰＩ及び目標値を定めます。達成レベルとして、以下の 3 つのレベルを設定します。 
  ＜レベル設定例＞ 
   レベル１：先進的な住民や企業が体験できるレベル 
   レベル２：広く住民や企業が体験できるレベル 

   レベル３：事業収益性を確保し、自走化できるレベル 
 

上記３つのＫＰＩの関係を図 4-3 に示します。 

 

 

図 4-3. 全体ＫＰＩ／適用分野別ＫＰＩ／事業ＫＰＩ 

  

 

 

 全体ＫＰＩ(定性/定量)と適用分野別定量ＫＰＩの設定 

本ビジョン推進における取組(事業)内容を踏まえ、全体ＫＰＩ(定性/定量)と適用分野別の定量ＫＰＩ

を設定します。具体内容を図 4-4 に示します。事業ＫＰＩについては、適用分野別目標値の達成に貢

献する定量ＫＰＩを各事業スタート時に設定します。 
 

 

図 4-4. 全体ＫＰＩと適用分野別ＫＰＩ設定 

 

 

 

 全体ＫＰＩ(定性/定量)の設定 

全体ＫＰＩ(定性/定量)を表 4-1 に示します。 
地域経済活性化における定量ＫＰＩである「付加価値額増加割合」は、「既存企業力強化」と「新産業

創出」の取組みで対象となった企業における付加価値額増加割合を活用します。もうひとつの定量ＫＰ

Ｉ「エネルギー起源二酸化炭素排出抑制量」は、「既存企業力強化」と「循環型社会創造」の 2 つの取

組みで対象となった企業に対してＣＯ２排出量を抑制する状況を評価する指標として活用します。 
２つの定性ＫＰＩについては、伊那市企業や市民に対するアンケートやデジタルマーケティングツー

ル等を活用して評価します。 
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表 4-1. 全体ＫＰＩ 

 
※ 付加価値額：営業利益、人件費、減価償却費を足したもの 

 

＜参考＞ 炭素生産性の指標活用 

上表の地域経済活性化における２つの定量ＫＰＩを活用したＣＯ２排出量を抑制しながら付加価値額を高める企業活動を評

価する炭素生産性の指標活用については、今後の検討事項とします。 

炭素生産性の算出式は以下のとおり。 

 

・「炭素生産性」は、付加価値額をエネルギー起源 ＣＯ２ 排出量で除したもの 
・カーボンニュートラルに向けた投資促進税制やものづくり補助金グリーン枠などで企業の取組を評価する際の1つの指標 
・地域企業が取組を進める上でも、設備投資等により、炭素生産性をどのくらい向上できるかという点に着目することが重要 
 

 

 

（出典）経済産業省 エネルギー利用環境負荷低減事業適応計画の申請方法・審査のポイント(令和2年4月) 

  

 

4 ビジョン実現に向けた取組み方針 

4-1. 既存企業力強化 

 施策概要 

適用分野 既存企業力強化 

概要： 

◆企業経営基盤強化 第 1 期取組み事業(スマート農業、林業、工業等）の利用者拡大と自走化により付

加価値の向上を目指します。 

◆事業再構築 経済社会の変化に対応した新分野への展開、業態の転換、事業・業種の転換、事業再編等

による、新たな収益源の獲得を目指します。 

施策概要 

第1期ビジョンから継続する取組み 

第 1 期ビジョンでモデル構築・自動化・生産性向上等の先駆的な実証実験を実施し、実装を進めまし

た。効果が出た施策について継続性のある枠組みを作ります。 

農業） 第 1 期に先駆的スマート農業の実証実験を実施したほか、法人化による集約効果が出ていま

す。販売強化により成長への転換に取り組みます。 

林業） 法人化が進み総収入が大きく増加しました。スマート林業による販売拡大に取り組みます。 

製造業） 従前より企業誘致・留置を進め、地域産業を支えています。第 1 期施策の市内事業所への浸

透による、販売力強化と販路拡大に取り組みます。 

◇ 生産性向上（適用技術例：ＤＸ、ＩｏＴ、ＡＩ、ドローン、ロボット 等） 

 田圃の水管理・ハウス環境管理・自走式草刈機・営農管理システム等の実証実験により、生産性向

上と品質向上が確認できました。またドローンとＡＩによる農林地確認・作付判別等で産業振興や

行政 DX に必要なデータ収集の効率化が確認できました。効果的な施策につき、継続性のある枠組

み作りに取り組みます。 
 経営、製品サービス開発、生産、製造、物流、販売等の企業活動において、「作業をなくす」「人手

を減らす」「時間を減らす」活動に取り組みます。 
第2期ビジョンの新たな取り組み 

経済社会の変化に対応するため、新分野展開、業態転換、事業・業種転換、事業再編等を考慮します。 

農業） データを活用したノウハウ継承および品質向上と、出荷先開拓などにより、需給拡大・成長を

目指します。 

林業） フィンランドとの協力関係等を活用し、森林資源を活用した新事業の開拓に取り組みます。 

製造業） 付加価値額の高い製造への転換による事業再構築とＤＸによるビジネスモデルの再構築等に

より、新商品創出と販路開拓に取り組みます。 

◇ 質の向上（適用技術例：ＩｏＴ、ＡＩ 等） 

 生産、製造、流通等で蓄積されたデータと、ベテランが保有するスキルのデータ化等により、デー

タを活用した生産物、製造物の質の向上を実現します。 

◇ 需給拡大（適用技術例：デジタルマーケティング、メタバース、ブロックチェーン、ＭａａＳ等） 

 地域内外を繋ぐ「場の創造」や「デジタル地域通貨の構築」により、産業を横断してビジネス化の

機会を探ります（受給マッチング、企業間マッチング、観光ＭａａＳを活用した来訪者と地域産業
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のマッチングなど）。 

◇ 既存事業再構築（適用技術例：ＤＸ、ＩｏＴ、ＡＩ、ドローン、ロボット 等） 

 新たな収益源獲得に向け、既存事業の再構築にチャレンジします（生産付加価値額の向上による、

スマイルカーブの底辺からの脱却）。これを実行するための人材を確保します（企業内育成、外部

招致等）。 
● 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

本適応分野における重要業績評価指標（ＫＰＩ）は、以下のとおりです。 

 重要業績評価指標（ＫＰＩ）：  

①本ビジョンの取組み対象企業の付加価値増加額＆労働投入削減量(農業、林業、製造業) 

②本ビジョンの取組みによる事業再構築取組み企業数 

   ③本ビジョンの取組みによる需給拡大施策による売上増加額（農業、林業、製造業） 

 
既存産業活性化については、第 1 期新産業技術推進ビジョンでスマート農業、スマート林業、製造業の

生産性向上、ノウハウ継承などに取り組み、経営モデル構築・自動化・生産性向上等の先駆的な実証実験

を実施すると共に、それらの実装を行いました。 
第 2 期ビジョンでは、これまでに効果が出た施策の利用者拡大と自走化により継続性のある枠組みを作

り、経営基盤を強化していくことが重要と考えられます。また、近年の経済社会の変化を踏まえ、新分野

への展開、業態転換、事業・業種の転換、事業再編等も視野に入れ、大きく発展する様々な新産業技術を

取り入れて、付加価値向上や新たな収益源獲得を実現するための検討が必要と考えられます。 
さらに、これを推進するためには、リカレント教育・リスキリング等による人材育成や、外部からの招

致による人材増強などが重要となります。 
 
次節では、新産業技術を利用した政策や施策を幾つか例示します。 

 
 参考となる施策事例 

(ア) データを活用したノウハウ継承等による質の向上 

質の向上については、ＤＸ、ＩｏＴ、ＡＩ、クラウド、オープンデータ等の技術を利活用した取り組

みが行われています。生産、製造、流通等の工程で蓄積されたデータを活用すると共に、ベテランが保

有する無形のノウハウやスキルをデータとして残すことにより、ノウハウ継承に繋がります。これら

により、生産物、製造物の質の向上を実現する取り組みが検討・実施されています。 
 
 

 農業データ連携基盤（ＷＡＧＲＩ） 
農林水産省では農業データ連携基盤（ＷＡＧＲＩ）の構築が行われています。その活用イメージを

図 4-5 に示します。過去の収穫データなど蓄積したデータやさまざまなデータを有効活用すること

により、作業の効率化やコスト削減を実現し、また、作業中に得たデータをフィードバックし、作業

効率の更なる向上に活用する、というデータのフル活用で、生産性の飛躍的向上、高品質な農産物の

安定生産、環境に優しい農業の実現の目指すものです。 

 

 
（出典）農林水産省 農業データ連携基盤について（令和５年１月） 

図 4-5. データを活用した農業の将来像 

 
 農業情報を活用した技術継承プラットフォーム事業の例 

ＩｏＴ、ＡＩ等を活用したデータ収集・保存・活用、および営農情報・環境データとの比較・学習

等により、収穫量・売上アップにつなげる取り組みなどが各所で行われています。図 4-6 は、総務

省の農業情報を活用した技術継承プラットフォーム事業の一例です。 
 

 
（出典）総務省 ICT 地域活性化ポータル 農業情報を活用した技術継承プラットフォーム事業（平成 29 年度） 

図 4-6. 農業情報を活用した技術継承プラットフォーム事業の例 
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(イ) 需給拡大の取り組み 

需要と供給の拡大は、既存事業における競争力強化の重点の一つです。デジタルマーケティング、メ

タバース、ブロックチェーン、ＭａａＳ等の技術を利活用した取り組みが考えられます。また、地域内

外の交通・金融・保険・リースなどと言った複数の業種を横断する「場の創造」や、素材生産者と製品

生産者、およびこれらを取り巻く産業の間で「需要と供給のマッチング」を図ること等により、新たな

機会を探るための施策が行われています。 
以下に、農業と林業における施策の例を示します。これは農林業に限った取り組みではなく、製造

業、観光業などのあらゆる産業においても、異業種連携の場の創造と、業種を横断したマッチングによ

るビジネス活性化の可能性があると考えられます。 
 

 次世代型農業支援サービス（農林水産省） 
図 4-7 にスマート農業における異なる業種間の事業連携による新サービス創出のイメージ図を示

します。 
 

 
（出典）農林水産省 次世代型農業支援サービス 

図 4-7. スマート農業による新サービス創出（イメージ）  

  

 

 スマート林業の需給マッチングによる安定供給（林野庁） 
図 4-8 にスマート林業のバリューチェーンにおける需給マッチングと適用する新産業技術のイメ

ージ図を示します。 

 
（出典）林野庁 令和３年度スマート林業構築普及展開事業報告書（令和 4 年 3 月） 

図 4-8. スマート林業の対象範囲と利用技術（イメージ）  

 
(ウ) 既存事業再構築の取り組み 

既存事業の再構築へ向けた取り組みでは、自事業を取り巻くバリューチェーンにおける新たな価値・

収益源の探索や、ＤＸによるビジネスモデル変革などの施策が行われ、その過程でＤＸ、ＩｏＴ、Ａ

Ｉ、ドローン、ロボット、クラウドなど様々な新技術が利用されています。 
 バリューチェーンの分析による事業領域・分野の見直し 

既存事業の新たな価値を生み出し、生産付加価値額の向上や、新たな収益源を探るために、自事業

をとりまくバリューチェーンの分析が重要です。一例として、自事業がバリューチェーン上のどの

位置に有るかを認識し、その上流又は下流の事業領域を強化することが考えられます。 
 バリューチェーン上流の強化の例：企画・設計・開発プロセスや、製品機能の強化等により、

製品自体の付加価値を高める 
 バリューチェーン下流の強化の例：サプライチェーン、売り方、保守サポート等により、製

品提供だけでなく、製品に付随するサービスの付加価値を高める 
図 4-9 にバリューチェーン上の位置づけと目指す方向を定めるための分類例を示します。 
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（出典）中小企業庁 2020 年版中小企業白書 第 2 部第 1 章（令和 2 年 4 月） 

図 4-9. バリューチェーン上の事業領域分類と指標算出の例 

 ＤＸによるビジネスモデルの変革 
ＤＸはコンピューターの導入やデータ化だけでなく、これらによりビジネスモデルを変化させ、

新たな付加価値を生んでゆくことが本質です。自事業におけるビジネスモデルの変革の取り組み状

況と目指す方向を定める事が重要となります。図 4-10 にデジタル化する領域とデジタル化の深度

により現状と目標を想定するＤＸフレームワークの例を示します。 

 
（出典）中小企業庁 2022 年版中小企業白書第 2 部第 3 章第 2 節（令和 4 年 4 月） 

図 4-10. ＤＸのフレームワークの例 

 

 
 次世代を担う人材の確保 
バリューチェーンの強化やＤＸの実現には、データやＩＴを活用して新しいビジネスモデルを立ち

上げる人材が必要です。教育による人材育成については 4-3 節で説明します。これに加え、外部か

らの企業誘致や専門家の招致による産業の活性化や、異なるスキルを持った企業間のマッチングに

よる新たな付加価値の創造なども考えられ、この様な取り組みを広げると共に、キーとなる人材を

増やしていくことが重要です。 
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4-2. 新産業創出  

 施策概要 

適用分野 新産業創出 

概要： 

  伊那市の資産を生かし、新産業技術を活用した独自の価値を世界に発信する新産業を創出します。 

施策概要 

第1期ビジョンから継続する取組み 

◇ 伊那発新事業創出 
 「伊那資源」×「分野横断」×「新産業技術」で他にはない新事業/付加価値を創出しています。今後、

継続してさらに発展させ、事業として発展に取り組みます。また、他の分野への展開を検討し新事業/付加

価値を創出します。 
 
第2期ビジョンの新たな取り組み 

◇ 伊那発新事業創出 
 新事業／スタートアップ創出 「伊那優位資源」×「分野横断」×「新産業技術」で他にはない

付加価値を異業種連携や産学官連携を通して創出し、新事業として立ち上げます。 
産学官連携の拠点のサイエンスパークにおいて、「他産業へ与える影響力が大きい」農業、食料

品、製造業を組み合わせ新事業の創出を目指します。 

 スモールビジネス創出 市民やZ世代が参画し、身近な課題解決等、スモールビジネスを創出し

ます。市民参加のビジネスプランコンテストや企業と連携したアイデア検討会を通して、優秀な

ビジネスアイデアを抽出し、そのビジネス化を支援します。これらの取組みを支援する窓口を設

置し、スモールビジネスが生まれやすい環境を整備します。 

◇ 新産業技術活用推進 
 スキルとマインドセット醸成  上記活動を促進する市民や企業に対する取組スキルとマインド

セット醸成を支援します。スマホアプリの開発やデータ分析などのスキル研修やロールモデルと

しての起業家の講演、デザイン思考ワークショップ等を開催することでスキルとマインドセット

醸成します。また、伊那で実績のある新産業技術(ドローン、ＶＴＯＬなど)に接する機会を増やす

ことも必要です。 
  

● 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

本適応分野における重要業績評価指標（ＫＰＩ）は、以下のとおりです。 

 重要業績評価指標（ＫＰＩ）： 

① 第1期取組みの継続事業化達成 

② 本ビジョンの取組みによる第2期新事業/スタートアップ創出件数＆雇用創出数(人数) 

③ 本ビジョンの取組みによるスモールビジネス創出数  

 

  

 

 

伊那発新事業創出 

第１期ビジョンの取組みにおいて、本市では「伊那資源」×「分野横断」×「新産業技術」で他には

ない新事業/付加価値を創出してきました。特徴ある方法として、効果のある新産業技術を市場に横展

開することと産学官連携および異業種連携で新事業創出を進めてきています。今後、継続してさらに

発展させ、事業として発展に取り組み、他の分野への横展開を検討し新事業/付加価値を創出していき

ます。以下に例を示します。 
・新産業技術を市場に横展開を行って新たなソリューションを創出 
（１）ドローン×適用市場の横展開の例 

アドバンスド物流（空飛ぶデリバリーサービス「ゆうあいマーケット」  
           アクア・スカイウエイ事業 
           無人ＶＴＯＬ機による物資輸送プラットフォーム構築事業） 

スマート農業（ドローンによる転作確認） 
スマート林業（ドローンによる森林調査） 

 
（２）モビリティ×適用市場の横展開の例 

コネクテッド保健福祉（モバイルクリニック） 
デジタル行政（モバイル市役所） 
 

・産学官連携や異業種連携により新事業、新商品を創出 
スマート農業 「アスパラ自動収穫機」 

  （上伊那産業振興会、南信工科短大、地元製造業の産学連携で新技術開発) 
   

 
 

 参考となる施策事例 

(ア) 伊那発新事業創出 

 新事業／スタートアップ創出 
「伊那優位資源」×「分野横断」×「新産業技術」で他にはない新事業/付加価値を創出に取り組

みます。「農業/林業×製造業×商業」など、異業種連携や産学官連携による新事業の立ち上げにおい

ては、きっかけ作りから事業に向けた企画まで支援できるように取り組みます。 

産学官連携の拠点のサイエンスパークにおいて、次のような取り組みが考えられます。 
第3章 １（２）にあるように農業、食料品、製造業は他産業への与える影響が大きいので、それ

らを組み合わせた新事業の立ち上げの場を設置し、全産業の生産額を増やすことを狙う仕組みです。 

 

 
 スモールビジネス創出 

市民や Z 世代が参画し、身近な課題解決などスモールビジネスを創出します。たとえば、市民参

加のビジネスプランコンテストを開催したり、企業と連携し、アイデアのきっかけとして企業の未
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利用特許などを活用してビジネスアイデアを検討する場を設け、優秀なアイデアは地域企業に引き

継ぎ事業に成長させていきます。また、市民や企業からの提案を具体化し、スタートアップやベンチ

ャーになるための支援窓口などの設置により、スモールビジネスやスタートアップが生まれやすい

環境を整備します。 
 

(イ) 新産業技術活用推進 

 スキルとマインドセット醸成 
以上述べてきた活動を促進する伴走と企業の取組スキルとマインドセット醸成を支援します。 
たとえば、スマホアプリの開発やデータ分析などのスキル研修とロールモデルとしての起業家の

講演を組み合わせ、「なるほど」だけで終わらず、自らが「やってみようかな」というワークショッ

プを開催することで取組スキルとマインドセット醸成します。 
また、伊那で実績のある新産業技術(ドローン、ＶＴＯＬなど)に接する機会を増やすことも必要で、

新産業技術を使ってみて、課題への気づきや取組み意欲の向上を後押しします。 

 
  

 

4-3. 次世代を担う人材創出  

 施策概要 

適用分野 次世代を担う人材創出  

概要： 

子どもから社会人まで多くの学ぶ機会を提供して、「次世代の創造活動を担う、グローバルに活躍でき

る人材」を創出します。 

 また、育成人材が伊那市内で活躍できる道筋、仕組みを整えます。 

注：「次世代の創造活動を担うグローバルに活躍できる人材」とは、ＳＴＥＡＭの基礎スキルを保有し、

俯瞰、発想、構造化、仮説検証を通して、社会的価値を創出できる人材とします。 

 

施策概要 

伊那市「学校教育の情報化ビジョン２０２１」 

伊那市では、「学校教育の情報化ビジョン２０２１」に沿って、ＩＣＴ活用教育の導入や人材育成など

を行っています。 

施設充実と人材育成：ＧＩＧＡスクールに伴い、大画面提示装置導入教室拡大、ネットワーク整備、 

プログラミング学習用機器の整備、伊那市ＩＣＴ活用教育推進センターの機能 

強化を行い人材育成・教育ＤＸに努めてきています。 

 

第2期ビジョンでの取組み 

第 2 期ビジョンでは、「学校教育の情報化ビジョン２０１７」の成果を受け、伊那市が目指す教育の姿

に基づき、「次世代の創造活動を担うグローバルに活躍できる人材」の創出を図っていきます。さらに高

校生、大学生、職業人、一般市民を視野に入れ、3つの取組み(ＳＴＥＡＭ教育、実体験教育、リカレント

教育・リスキリング)を進めていきます(図 4-11)。 

 

◇ ＳＴＥＡＭ教育導入 
伊那市が目指す教育の姿に基づき、文科省「ＳＴＥＡＭ教育等の教科等横断的な学習の推進について」

を考慮した上で、ＣＲＥＡＴＩＶＩＴＹ(創造性）を徹底して伸ばす教育と仕組の導入を推進します。 

 文理の枠を超えた学習： 複数の教科等の見方・考え方を総合的・統合的に働かせながら、文理の

枠を超えて実社会の課題の取り扱いを学びます。 

 探究的な学習：  実社会の課題解決に向けて試行錯誤しながら新たな価値を創造し、よりよい社

会を実現しようとする態度を育成します。 

◇ 実体験教育 

子どもから社会人まで、新産業技術や問題発見・解決に関わる学習機会を提供します。(「現場」と「本

場」を体感）また、体感の場として学校施設などを活用します。 

 新産業技術実践体験：技術専門家との対話、新産業技術製品のプログラミング実習を体験します。

（対象技術：ＩｏＴ、ＡＩ、ドローン、ロボット、ＲＰＡ、ＳａａＳ等)（働き方の多様化により、

テレワークにより専門家とオンラインはもとより、伊那で交流の機会を作ることも可能に） 

 課題解決実践体験：創造活動の実行者との対話や身近な課題に対する解決プロセスを体験します。

（適用手法例：デザイン思考、ビジネスモデルキャンバス（ＢＭＣ）活用 等） 

本教育の実施に当たっては、地域内企業の協力による「インターシップ」を導入し、育成人材が

伊那地域で活躍できる道筋を創ります。また、社会人リカレント教育・リスキリングとも結びつけ

ます。 

◇ リカレント教育・リスキリング 

社会人などの学び直しや新たなスキル習得を支援します。様々な関係機関と連携して、子育て女性を含

む社会人などに（必要に応じて就労と学習を繰り返す）リカレント教育や、（新しいスキルを身につけ

る）リスキリングなどをはじめとした学びの場と機会を提供し、自分から学べる機会を提供していきま

す。 
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● 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 
本適応分野における重要業績評価指標（ＫＰＩ）、以下のとおりです。 
 重要業績評価指標（ＫＰＩ）  ： 

① 各学びの場受講人数（新産業技術/データ利活用研修、ＳＴＥＡＭ教育、体験学習） 

② 受講者が主体となり新たな取組みを企画実行した件数 

③ 学校の大型表示装置、ネットワーク整備件数 

④ 小中学生が情報端末を毎日使っている率 

 

ＳＴＥＡＭ教育、実体験教育、リカレント教育・リスキリングによって、次世代を担う人材創出を行います。 

 

（出典）総合科学技術・イノベーション会議 Society 5.0の実現に向けた 

教育・人材育成に関する政策パッケージ（2022年6月）を基に作成 

図 4-11. 次世代を担う人材創出：ＳＴＥＡＭ教育、実体験教育、リカレント教育・リスキリング 

 

 参考となる施策事例 

(ア) ＳＴＥＡＭ教育導入： 探究的な学習 

ＳＴＥＡＭ教育として、学生にとって新たな仕事機会、キャリア構築を目指すとともに、高校生以下

の創造的な学習意欲の拡大、及び教師が孤立しないためのエコシステム醸成のために、「探究的な学習」

に取り組みます。 

「探究的な学習」、「文理の枠を超えた学習」の例として、ロボティクスとメディアアートの取組みを

紹介します。図 4-12 左下の「ロボティクス」は、EV３レゴマインドストームを活用したプログラミン

グプログラムです。プログラミングの基礎を学んだ後、高校が抱える学校の課題、地域課題、生活の悩

みなどをプログラミングを通して解決を目指します。「メディアアート」は、ビジュアルコーディング

の基礎やアニメーション・インタラクションなどを「創る」と「知る」の循環の中で学び、一方でアー

ト思考・コンセプトメイキングなどをしっかり醸成することで、社会課題解決ソリューションの新た

 

な表現・マーケティングなどの可能性を具体例を通じて模索する創造型・プロジェクト型プログラム

です。 

 

 （出典）2020「未来の教室（学びの場）創出事業」Robotics×Media Arts 社会問題解決・創造 
ＳＴＥＡＭＳ ＰＢＬプログラム 全国の高校・中学校とともに 

図 4-12. ＳＴＥＡＭ教育導入： ⽂理の枠を超えた学習 

(イ) 実体験教育：新産業技術実践体験・課題解決実践体験 

「実体験教育」として、企業や大学などのパートナーから課題提供してもらい、その課題解決をグル

ープで行うことが考えられます。 

課題解決のために、デザイン思考、プロトタイピング、企画提案、プレゼンテーションなどの実際に

必要とされる一連の創造的な作業をグループで取り組み、体験することが考えられます。 

例えば、高校生のインターン利用、地域の伝統文化などのデジタル化による利活用、などあります。

（対象技術：ＩｏＴ、メタバース、ＡＩ、ドローン、ロボット、ＲＰＡなど) 

 

以下は、３Ｄ ＣＡＤによるデザイン、３Ｄプリンターでプロトタイピング（図 4-13 左下）が必要

とされる例です。 

このような取り組みの場と機会を学生だけでなく社会人にも広く提供することが考えられます。 
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（出典）令和 3 年度 学びと社会の連携促進事業（「未来の教室」（学びの場）創出事業） 
LIFE TECH ACADEMY™ 2021 高等学校カリキュラム改革 in 広島県・高知県（2021 年 2 月）                                             

図 4-13. 新産業技術実践体験・課題解決実践体験  

(ウ) リカレント教育・リスキリング 

様々な関係機関と連携して、子育て女性を含む社会人などに、（必要に応じて就労と学習を繰り返す）

リカレント教育や（新しいスキルを身につける）リスキリングなどをはじめとした学びの機会と場を

提供し、自分から学べる多くの機会を提供することが考えられます。(図 4-14) 
この一環として、ドローンの操縦技術、農業従事者や医療従事者のＤＸ教育、ＡＩやメタバースの体

験ワークショップ等も考えられます。一方、企業内でのＤＸ人材の育成、及び外部ＩＴ人材の呼び込み

も必要と考えられます。 

 
（出典）明治大学、東京通信大学 

図 4-14. リカレント教育・リスキリング 

 

4-4. 住民福祉の向上  

 施策概要 

適用分野 住民福祉の向上 

概要： 

生き生きと暮らせるように住民福祉を向上し、若者、子育て世代が魅力を感じ、高齢者が元気に働ける、

誰も取り残さない、住みたくなる街を実現します。 

 

施策概要 

１． 第1期ビジョンから継続する取組み 

◇ 健康福祉の充実 
 いーな電子＠連絡帳では、現在はケアマネージャーが紙でやり取りしている事務作業の効率化を

目指し、病院との共用を検討していきます。 

 モバイルクリニックに関しては、妊婦検診など医療領域を広げるために、新機材の導入検討を医師

会と進めています。また、医師の処方と薬局の連携のため、電子処方箋の導入も検討しています。 

◇ 生活利便性向上 
 ぐるっとタクシーは、事業者とのＷｉｎＷｉｎの関係に留意し早期に市全域への拡大を進めます。 

 市街地デジタルタクシーは、ぐるっとタクシー対象外の市街地に居住する高齢者等の移動手段を

確保します。 

 アドバンスド物流においては、レベル４飛行が可能になったのドローンを活用し、買い物困難者へ

のサービス提供として荷物配送サービスの実用化に取り組みます。            

◇ 行政サービス向上 
 デジタル化による行政サービスの利便性向上を目指し、人材育成と体制構築に取り組み、内部業務

のデジタル化を推進するとともに、市民の認知度向上を進めます。 

◇ 地域ブランディング  
 地方創生アルカディア構想等事業では、新しい様々なネットメディアを活用して伊那市を知って

もらい、移住定住促進を継続します。 

 メタバース空間構築事業では、新規プラットフォーム導入を計り、伊那市らしいコンテンツを体験

でき、複数人がコミュニケーションをとることができるメタバース空間によって、新たな交流の場

を創出し、移住・定住を促進します。 

 

２． 第2期ビジョンの新たな取り組み 

◇ 健康福祉の充実 
 健康寿命を延ばすことが重要なので、パーソナルヘルスレコード（ＰＨＲ）、医療連携ネットワー

ク（ＥＨＲ）を活用することによって、データ共有と見える化を住民と一緒になって取り組み、

自然に健康になる環境を創ります。 

 子供の福祉充実、貧困対策など、子供を誰㇐人取り残すことなく、健やかな成長を後押ししま

す。 

◇ リニア中央新幹線を活用したＭａａＳの検討 
 住民の交通利便性を向上すると共に、観光客向けＭａａＳの構築により誘客し、またビジネス利用

も拡大を目指します。 

◇ 自然災害、防災等、 身近な課題解決への取組み 
 住民が、安心、安全に暮らせることを目指して、老朽化した身近なインフラの維持管理を推進して

いきます。 

◇ マイナンバー制度を活用した行政ＤＸ推進、利便性向上 

 マイナンバーカードの利便性向上・利活用のシーンを拡大していきます。オンライン市役所サービ

ス、図書館利用カード、災害時の避難所の案内・受付、安否確認などのの行政サービスだけでなく、
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ライブチケット、学生証での利用など、身近な民間での利活用を検討していきます。 
◇ ワーケーションによる移住定住促進 
 ワーケーションで将来的な移住の促進や企業の誘致を図ります。アクセス面やワークスペース、

通信環境等利用者の利便性向上を検討するとともに、体験が出来るコンテンツの提供も検討して

いきます。 

 

 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 
本適応分野における重要業績評価指標（ＫＰＩ）は、以下のとおりです。 
 重要業績評価指標（ＫＰＩ）： 

①本ビジョンの取組みによる住民・福祉サービスを利用している人の対象者に対する割合（「交

通」、「保健福祉」、「行政」等取組みサービス） 

②定住に関わる取組みによる移住・定住者数 

 

 参考となる施策事例 

(ア) 健康福祉充実 

健康寿命を延ばすことが重要なので パーソナルヘルスレコード（ＰＨＲ）、医療連携ネットワー

ク（ＥＨＲ）を活用することによって、データ共有と見える化を住民と一緒になって取り組み、自然

に健康になる環境を創ります。そのために、医療・介護・健康分野の情報連携基盤の在り方や具体的

なネットワーク利活用モデルを検討します。 
図 4-15 にパーソナルヘルスレコード（ＰＨＲ）、医療連携ネットワーク（ＥＨＲ）の連携を示し

ます。 
 

 
（出典）総務省 医療・介護・健康分野の情報連携基盤の構築に向けた取組 

図 4-15. 医療・介護・健康分野の情報化推進 

 

 

 
 

(イ) こども福祉充実 

こども家庭庁の基本理念（図 4-16）に基づき、常に子供のの最善の利益を第一に考え、子供の

視点で、子供を取り巻くあらゆる環境を視野に入れて子供の権利を保障し、子供を誰一人取り残さ

ず、健やかな成長を後押します。深刻な少子化、コロナ禍で加速した児童虐待、いじめ・貧困問

題、子供の幸福度の低さや親の子育て負担の増加などの対策を検討します。 

 
（出典）内閣府 こども家庭庁 基本理念 

図 4-16. こども家庭庁基本理念 

 
 

(ウ) リニア中央新幹線を活用したＭａａＳの検討 

住民の交通利便性を向上すると共に、観光客向けＭａａＳの構築による誘客し、またビジネス利

用も拡大を目指します。図 4-17 のようにＭａａＳは、地域が抱える課題の解決につながります。 
リニア中央新幹線は、2027 年に品川―名古屋間で開業に予定になっています。この開業に合わせ

て地域住民や観光客一人一人の移動ニーズに対応した複数の公共交通やそれ以外の移動サービスを

最適に組み合わせたサービスの検討を進めていきます。ＡＩデマンドバス、自動運転等のＭａａＳ

技術をつかった、リニア中央新幹線新駅からの、2 次、3 次交通サービスを提供することにより、そ

れぞれのニーズに合わせた、住民の利便性向上、観光客の誘客、ビジネス利用客の利便性向上を目指

します。 
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（出典）国土交通省総合政策局 国土交通省のＭａａＳ推進に関する取組について（令和元年 12 月） 

図 4-17. ＭａａＳの事例 

 
(エ) 自然災害、防災等、 身近な課題解決への取組み   

既存の橋や道路など老朽化したインフラの状態を把握するために、図 4-18 より効果的かつ効率

的なシステムの導入を検討して、インフラの維持管理を実施していきます。 
また、台風や地震等自然災害に備えて、事前に危険なインフラの調査、特定も実施していきます。 

 
(出典）（国研）新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO） インフラモニタリング技術 

（2019 年 2 月） 

図 4-18. インフラ維持管理のためのセンシングの例 

 

 

 また、安心安全な暮らしを支えるために、図 4-19 のように行政や地元企業、商店街等が個別 
に進めている災害対応、ＢＣＰ（事業継続計画）に対する情報の相互連携・共有を強化して 
「災害状況の見える化」と「対応状況の見える化」を促進して、地域のＢＣＭ（事業継続マネジ 
メント）力を強化します。 
 

 
                                      

図 4-19. 災害状況の見える化と対応状況の見える化のシステム検討例 

 
 

(オ) マイナンバー制度を活用した行政ＤＸ推進、利便性向上 

デジタル社会のパスポートであるマイナンバーカードの利便性および利活用のシーンの拡大を推

進していきます。健康保険証、運転免許証との一体化をはじめとして、図 4-20 のように、行政サ

ービスとしては、オンライン市役所サービス、図書館利用カード、避難所の受付などで利用しま

す。民間、準公共の利用としては、ライブやコンサートチケット、観光でのおもてなしサービスを

受けたり、また学生証としての利用や、交通系ＩＣカードと連携して障害者用乗車券の予約決済等

の利用の検討も進めていきます。
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（出典）内閣官房 デジタル田園都市国家構想総合戦略 （2022 年 12 月） 

図 4-20. マイナンバーカードの活用事例 

 
また、図 4-21 のような、マイナンバーカードの機能（電子証明書）のスマートフォン搭載も検討

し、民間ビジネスにおける様々な局面での利用を進めていきます。 

 
（出典） 内閣官房 デジタル田園都市国家構想総合戦略 （2022 年 12 月） 

図 4-21. マイナンバーカードの機能（電子証明書）のスマートフォン搭載 

 
 

 

 

(カ) ワーケーションによる移住定住促進 

ワーケーションは、将来的な移住促進や企業誘致、起業に繋がる可能性があり、交流人口の増加・

地元経済への還元・長期滞在者の増加・テレワーク環境の整備、推進、将来的な移住・企業移転の足

がかり・地域のブランディングなどのメリットがあります。長野県のワーケーションの例を図 4-22
に示します。 
アクセス面やワークスペース、通信環境等、「利用者の利便性」に立っての推進とともに、体験が

出来るコンテンツの提供等も検討していきます。 
 

 

 
（出典）長野県 信州リゾートテレワーク（信濃町ノマドワークセンター） 

図 4-22. 長野県のワーケーションの例 
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4-5. 循環型社会創造 

 施策概要 

適用分野 循環型社会創造 

概要： 

「伊那市2050 年カーボンニュートラル行動計画」で進められている循環型社会創造への取組に、新

産業技術で貢献します。 

 

施策概要 

伊那市「2050 年カーボンニュートラル行動計画」推進 

伊那市では、「2050 年カーボンニュートラル行動計画」を立案し、一般家庭や公共施設におけるＣＯ２

抑制施策（ペレットストーブ/ボイラー、屋根置き太陽光パネル・蓄電池導入支援、ＬＥＤ化支援など）

等を積極的に実施しており、今後も継続して推進していきます。 

 

第2期ビジョンの取組み 

循環型社会創造に向けて、「2050 年カーボンニュートラル行動計画」を下支えする循環推進プラットフ

ォーム構築と循環型活動推進に関わる施策を実施します。   

 

◇ 循環推進プラットフォーム構築 
エネルギー自給自足、再生資源等の循環を推進するプラットフォームを検討します。 

(地域企業・住民と連携） 

 資源循環推進： これまで廃棄されていたプラスチックなどの再生資源を見える化して、再利用す

る仕組み(場)を創出し、サーキュラーエコノミー実現を推進する基盤を検討します。（適用技術例：

ＤＸ、ＩｏＴ、ＡＩ、ブロックチェーン等）  

 エネルギー自給推進： 平常時には再生可能エネルギーを効率よく利用し、非常時には送配電ネッ

トワークから独立し、エリア内でエネルギーの自給自足を行う送配電の仕組み(地域マイクログリ

ッド) を検討します。（適用技術例：ＤＸ、ＩｏＴ、ＡＩ、ブロックチェーン等） 

   また、小水力発電施設づくりやバイオマス発電などの発電設備の充実に取り組みます。  

◇ 循環型活動推進 

省エネ、ＣＯ２削減の見える化等、経営活動の推進を技術で支援します。 

 循環型活動推進サービス構築 

 カーボンオフセット推進： 出される温室効果ガス（ＧＨＧ）をカーボン・オフセット（ＧＨＧ

の相殺・埋め合わせ）ができる運用システムを検討します。（適用技術例：ＤＸ、ＡＩ等） 

 ３Ｒ行動（削減、再利用、リサイクル）の促進・浸透：３Ｒ行動（削減、再利用、リサイクル）

の促進・浸透を図るため、「こころむずび」の利用者・地域の拡大を進めます。 

 

 

● 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 
本適応分野における重要業績評価指標（ＫＰＩ）は、以下のとおりです。 
 重要業績評価指標（ＫＰＩ）： 

① 本ビジョンの取組みを活用した企業数とＣＯ２排出抑制量(電力に係る抑制量、ポイント

制度参加者数） 

② 本ビジョンの取組みによるエネルギー自給率向上への寄与度 

 

「循環推進プラットフォーム構築」と「循環型活動推進」の取組みによって、2050 年カーボンニュートラル

宣言の下支えを行います。(図 4-23) 

 

図 4-23. 循環型社会創造：循環推進プラットフォーム構築と循環型活動推進 

 

 参考となる施策事例 

(ア) 循環推進プラットフォーム構築：資源循環推進 

家畜ふん尿、食品廃棄物、下水汚泥、プラスチック、金属等の循環資源は、技術的・経済的に可能な

範囲で環境負荷の低減を最大限考慮することで、狭い地域で循環させることが適切なものはなるべく

狭い地域で循環させ、広域で循環させることが適切なものについては循環の環を広域化させるなど、

各地域・各資源に応じた最適な規模で循環させる必要があります（環境省「平成30年版 環境・循環

型社会・生物多様性白書」より）。 

図 4-24 では、個人レベルと地域レベルでの、見える化をはじめとした取り組みを示しています。 
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（出典）環境省 令和3年版 環境・循環型社会・生物多様性白書 

図 4-24. 循環推進プラットフォーム構築：資源循環推進 

(イ) 循環推進プラットフォーム構築：エネルギー自給推進 

エネルギー自給推進のためには、太陽光発電・蓄電池等の導入とエネルギーの一括管理、マイクログ

リッドを構築して非常時には近接の再生可能エネルギー電源から電力を供給などのシステム化が必要

です。また、発電設備の充実も必要です。図 4-25 は、地域マイクログリッドのシステムモデル例です。 

 

（出典）経産省 地域社会における持続的な再エネ導入に関する情報連絡会 第4回 資料6（2019年12月） 

図 4-25. 循環推進プラットフォーム構築：エネルギー自給推進 

 

(ウ) 循環型活動推進：循環型活動推進サービス構築 

環境省は、３Ｒ行動（削減、再利用、リサイクル）の促進・浸透を図るために、３Ｒ行動見える化ツ

ールを提供しています。同様の方法を伊那市のコミュニケーションサービス「こころむすび」に導入す

ることが考えられます。 

図 4-26 は、 ３Ｒ行動（削減、再利用、リサイクル）見える化ツールの例です。 

 

（出典）環境省 ３Ｒ行動見える化ツール＜食品廃棄物編＞の御紹介 

図 4-26. 循環型活動推進：循環型活動推進サービス構築 
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5 推進体制 

第 2 期ビジョン実現に向けた活動を強力に推進するため、４つの階層および２つの循環を持つ推進体制

「エコシステム」を構築します。本推進体制の４つの階層と 2 つの循環によって取組み(事業)を継続的に

創出し、および、質の向上を図り、もってビジョン目標達成に貢献します。（図 4-27） 
 
＜第 1 層＞ 情報共有/利活用基盤 
ビジョン推進に必要となるデータ蓄積/共有/分析の仕組み導入と市民/企業のデータ利活用リテラシー向上

を推進します。 
＜第 2 層＞ 新産業技術活用事業創出推進 
地域課題/ニーズを踏まえ、第 1 層の蓄積情報を活用して「既存事業バージョンアップ（V-up）/融合（シ

ナジー）/事業継続に向けた収益化」「分野横断新事業創出」を推進します。 
＜第 3 層＞ 実践事業伴走 
５つの分野の「目標」達成に向けて取り組む具体活動(事業)の立ち上げ＆実行に対して伴走支援します。 
＜第 4 層＞ マーケティング、利活用促進支援 
市内外の人・企業のニーズ・ウォンツを収集・評価するとともに実践する事業の拡大・普及を支援します。 
 
＜第１の循環＞：地域課題/ニーズ収集と取組事業へのフィードバック 
＜第２の循環＞：事業遂行で得られるデータの収集と取組事業へのフィードバック 

 

図 4-27. ４つの階層および２つの循環を持つ推進体制「エコシステム」 

 

次に各階層において行う支援の概要案を表 4-2 に示します。 
 

表 4-2. 推進体制の階層と支援概要 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

第1層
●データ蓄積／共有／分析の仕組み導入 ●市民／企業のデータ利活用リテラシー向上推進
情報共有／利活用基盤 構築推進

第2層
●基盤情報を活用し「既存事業のVup／融合（シナジー）／収益化」
　「分野横断事業創出推進」を推進する。

新産業技術を活用した新事業創出推進

第3層 実践事業伴走

第4層 マーケティング、利活用促進支援

※1 信州大学、南信工科短大、サイエンスパーク、信州DX推進コンソーシアム 等

相互連携

伊那市民周辺地域他地域 伊那市企業 海　外

第2の
循環

事
業
デ
ー
タ

収
集
＆
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

第1の
循環

地
域
課
題
／
ニ
ー
ズ

収
集
＆
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

市民パネル
（市民の声）

企業パネル
（企業の声）

国内外／伊那市社会経済情報

他地域
相互連携

新産業技術事例・ノウハウ
静的／動的デジタルデータ集約
（地域空間情報、事業データ等）

公的支援
機関

◆新事業創出推進 ◆スタートアップ創出推進
◆市民若者参画スモールビジネス創出推進 ◆新産業技術探索

大手企業
（域内外）

学術機関
※1

既存企業力強化 新産業創出 次世代を担う人材創出 住民福祉の向上 循環型社会創造

◆実践事業サービス普及拡大推進
◆地域内外の人／企業に対するマーケティング
◆伊那ブランディング推進（体験価値提供、関係人口との連携強化）
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2．ビジョン推進ＰＤＣＡマネジメント 

設定したＫＰＩ／目標値の達成に向け、各年度／中間年度／最終年度にその達成状況を評価し、次年度に

向けた計画や目標値の見直しを行います。 

◇ 全体ＫＰＩ/目標値、適用分野別ＫＰＩ／目標値設定（令和４年度末） 

ビジョン達成に向けた「全体ＫＰＩ」と「適用分野別ＫＰＩ」を定めます。全体ＫＰＩに対しては最

終年度(令和９年度（2027年度）末）の目標値を設定します。また、適用分野別ＫＰＩに対しては中間

年度(令和７年度（2025年度）末)と最終年度(令和９年度（2027年度）末）の目標値を設定します。 

◇ 実施事業ＫＰＩ／目標値設定（各事業スタート時） 

適用分野別目標値達成を目指して実施する各事業のスタート時に、その事業が目指すＫＰＩ／目標値

を設定します。 

◇ 年度評価 (各年度末)  

実施事業の年度目標値の達成状況を評価し、評価結果を踏まえ、次年度の計画策定を行います。必要

に応じて目標値も見直します。 

◇ 中間評価（令和７年度末）  

各年度で実施する年度評価に加えて、「適用分野別目標」の達成状況及び「全体目標」の達成可能性

を評価します。これらの評価結果を踏まえ、必要に応じ目標値を見直し、次年度以降、最終年度までの

事業計画を再策定します。 

◇ 最終評価（令和９年度末） 

最終年度として、「適用分野別目標」「全体目標」の達成状況を評価します。５年間の取組を総括し

て、反省と課題を抽出し、次の段階に向けた対応策を提案します。 

表5-1にビジョン推進ＰＤＣＡマネジメント実施サイクルを示します。 

表 5-1. ビジョン推進ＰＤＣＡマネジメント実施サイクル 

 
 
  

 

 第 2 期新産業技術推進ビジョン工程表 
1. ビジョン工程表 

新産業技術推進事業の工程は、次の方針に基づいて計画します。 

 令和5年度（2023年度）から令和9年度（2027年度）までの5年間を事業期間とします。 

ただし、令和 10 年度（2028 年度）以降も活動を継続し、向こう 10 年程度に及ぶ成果を視野に入れる

こととします。 

 5年間の活動を大きく二つの段階に分けてＰＤＣＡを回します。第1段階は、令和5年度（2023年度）

から令和7年度（2025 年度）までの3年間とし、この3年間の活動成果を評価し、第2段階として最

終年度(令和9年度)に向けた施策の見直しを行います。 

（詳細は、2. ビジョン推進ＰＤＣＡマネジメントを参照ください。） 

 具体事業は、本期間の中で随時企画しスタートすることができます。 

 取組み(事業)がレベル 3(自走化)に至った場合、本ビジョン推進体制から自立して活動を継続します。 

 

図 5-1 に第 2期新産業技術推進ビジョンの工程表を示します。本工程の各取組みは、本ビジョン作成時点

で検討している施策等であり、今後、施策の見直しや新たな施策を追加していくことになります。 

 

 

図 5-1. 新産業技術推進ビジョン工程表 

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

ビジョン
推進支援

推進支援実施ビジョン推進支援
施策企画

支援施策
再構築

マーケティング、利活用促進支援実施

施策（事業）創出・推進支援実施

情報共有／利活用基盤構築＆活用

新
産
業
技
術
活
用
推
進
の
取
組
み

需給拡大（企画）

生産性向上／質向上（第1期事業発展）

事業再構築実証、支援

需給拡大（開発、実証） 需給拡大（運営）

施策水平展開施策
再構成

循環推進活性化
実証

運用推進
企画

既存企業力
強化

次世代を
担う
人材創出

循環型社会
創造

住民福祉の
向上

新産業創出

第1期取組み 事業化支援

新事業／スタートアップ事業化新事業（企画） 新事業／スタートアップ立上げ、実証

STEAM教育導入

スモールビジネス（企画）

住みやすいまちづくり施策実践
（健康福祉／生活利便性向上、行政DX推進、安全安心確保）

スモールビジネス創出支援 スモールビジネス事業化

人材創出
施策企画

循環推進活性化
施策企画

実践体験教育導入

STEAM教育実践施策
再構成 実践体験教育実践

メタバース空間構築 メタバース運営実証評価 メタバース活用多様化実証評価

循環推進プラットフォーム検討

循環型活動活性化サービス検討

中

間

評

価

最

終

評

価

◇地域ブランディング
新施策
（企画）

住みやすいまちづくり
新施策実践

点線枠は準備段階 実線枠は実行段階

自走化

自走化

令和4年度

令和5年度

令和6年度

令和7年度

令和8年度

令和9年度

第2期ビジョン
初年度

第2期ビジョン
最終年度

全体KPI／目標値設定
適用分野別KPI／目標値設定

●事業目標値達成状況評価
●次年度事業目標値の見直し

実施事業KPI／目標値設定

年度
評価

●適用分野別／事業目標達成評価
●全体目標の達成可能性評価
●次年度以降事業目標値再設定

中間
評価

●全体目標値達成状況評価
●適用分野目標値達成状況評価
●次期に向けた反省&対応提案

最終
評価
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（出典）地域経済分析システムＲＥＳＡＳをもとに編集・加工 

図 1-1 本市の地域経済循環図 

 
 産業別の移輸出入から分析 

生産額を移輸出入の視点から分析するものです。移輸出入の収支額とは、移出・輸出に伴う地域外から

の収入額から、移入・輸入に伴う地域外への支出額を差し引いたものです。収支額がプラスの産業は地

域外からお金を獲得している産業であり、マイナスの産業は地域外にお金が流出していることを示して

います。 
図 1-2 に本市における産業別の移輸出入状況を示します。背景色が赤は、移入・輸入に対して移出・

輸出が多い産業であり、地域外からお金を稼いでいる産業で地域の所得を支えていることが分かります。 
本市の産業では、はん用・生産用・業務用機械、食料品、輸送用機械等が移輸出入収支額がプラスの産

業で、地域外に主な市場があり製品などの販売によって地域の所得を支えている産業と考えられます。 

伊那市・地域経済循環図 

分配（所得） 

雇用者所得 その他所得 

 

 

 本市の現状 
1 本市の特徴について 

本市が公開している情報や行政として実施している様々な施策内容を調査・分析し本市の特徴を抽出し

ました。参考とした主な本市の公開資料は、下記のとおりです。 
 
◇ 第２次伊那市総合計画（2019 年 3 月策定） 
◇ 第２期伊那市人口ビジョン・地方創生総合戦略（2020 年 3 月策定） 
◇ 伊那市５０年の森林（もり）ビジョン（平成 28 年策定） 
◇ 伊那市観光実施計画（アクションプラン）令和２年度～令和４年度（2020 年 3 月策定） 
◇ 伊那市「学校教育の情報化ビジョン２０２１」(令和 3 年 4 月策定) 
◇ 第３次伊那市健康増進計画（2018 年 3 月策定） 
◇ 伊那市地域福祉計画（2019 年度から 2023 年度）（2019 年度 3 月策定） 
◇ 第４次伊那市地域情報化計画（2022 年 3 月策定） 
◇ 第４次伊那市行政改革大綱（2021 年 2 月策定） 
◇ 第２次伊那市環境基本計画（令和 2 年 3 月策定） 
◇ 2050 年カーボンニュートラル行動計画（2022 年 3 月策定） 

 

 

2 ＲＥＳＡＳから見た本市の産業分析 

本市の産業活動状況を分析するために、地域経済分析システムＲＥＳＡＳを活用し、本市の経済状況の

特徴や抱えている課題などを調査、分析しています。 
以下に分析した結果等を示します。 

 

 地域経済循環からの分析 

地域経済循環からの分析は、地域経済に関して生産、分配、支出の 3 つの側面で捉えて、地域の資源

や強みを活かして地域経済の活動が行われているか分析するものです。第 1 次産業～第 3 次産業の産業

活動によって生産された付加価値は、雇用者等へ分配（所得）され、その後、費用や投資等の支出へ回さ

れ、その支出が地域企業への生産へ回って生産（付加価値額）が増加するような良い循環が形成される

ことが望まれます。この循環過程で、他地域へお金が流出すれば地域内での産業規模が縮小することと

なり、所得への分配が縮小して地域経済の悪い循環となります。 
市の地域経済循環図（平成 30 年（2018 年））を図 1-1 に示します。本市の場合、他地域から所得が流

入しています。また、支出でも地域内の所得が地域外へ流出しています。これは地域の生産活動へ地域

内の所得が回っていないことを示しています。このような結果から、本市の地域経済の自立度を示す地

域経済循環率が平成 30 年（2018 年）は 84.6％という数字になって表れています。地域経済循環率の増

加に向け、何らかの取組みが必要と考えます。 
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（出典）地域経済分析システムＲＥＳＡＳをもとに編集・加工 

図 1-2 本市の産業別の移輸出入状況 

 

 本市の第2次産業の分析（他地区との比較） 

本市の第 2 次産業の状況について、他地区として駒ヶ根市や南箕輪村との比較を図 1-3 に示していま

す。第 2 次産業における生産額の構成割合に着目すると、本市の場合、大きな割合を占める産業はなく、

いくつかの産業がバランス良く構成されていることが特徴と言えます。生産額の割合が多い順で見ます

と、はん用・生産用・業務用機械、食料品、建設業、輸送用機械、という順番となり、これらの産業が、

現状、本市の主力産業と言えます。 
一方、他地区の構成割合を見てみると、本市との違いで顕著な例は南箕輪村が挙げられます。はん用・

生産用・業務用機械（生産額 30.9%）と並び、電子部品・デバイス（生産額 29.5%）が南箕輪村の主力産

業となっていることが分かります。 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）地域経済分析システムＲＥＳＡＳをもとに編集・加工 

図 1-3 本市の第2次産業の状況（他地区との比較） 

 

 民間投資での分析 

本市への民間投資の視点から分析するものです。図 1-4 は、平成 30 年度（2018 年度）の長野県内の

各自治体における民間投資の状況を表しています。地域内の事業所・住民により地域内および地域外へ

投資された金額「地域企業ベース」と、地域内へ地域内外から投資された金額「地域内ベース」、その差

額の「地域内収支」を示しています。 
本市の場合、「地域企業ベース」の民間投資が「地域内ベース」より大きく、地域内収支がマイナスと

なっていますので、地域内の事業所・住民による投資が、地域外へ流出していることが示されています。

これは、企業等が稼いだ所得を地域内で投資する機会が乏しいか、または企業の戦略に則り地域外への

投資に回ったかと考えられます。なお、「地域内収支」が平成 25 年度（2013 年度）の-152 億円から-74
億円に改善しており、今後とも継続的な取組みが必要と考えます。 

伊那市 

平成 30 年（2018 年）データ 
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（出典）地域経済分析システムＲＥＳＡＳをもとに編集・加工 

図 1-4 本市の民間投資状況 

 

 雇用者所得からの分析 

本市住民の雇用者所得の視点から分析するものです。図 1-5 は、平成 30 年度（2018 年度）の長野県

内の各自治体における雇用者所得の総額を示しています。本市は、長野県内では 8 番目の雇用者所得を

得ています。内訳は下記のとおりです。 
地域住民ベース（本市市民が稼ぐ金額）   ：1,633 億円 
地域内勤務者ベース（地域内の企業が雇用者へ支払う金額）：1,511 億円 
地域内収支（地域住民ベース－地域内勤務者ベース） ：  122 億円 

（平成 25 年度（2013 年度）の地域内収支：97 億円） 
 

本市の場合、地域住民ベースが地域内勤務者ベースより雇用者所得が多くなっています。これは、本市

の住民が地域外に働きに出て、雇用者所得が地域外から流入していることを表しています。地域住民が

地域外に働きにでて、地域外の企業から雇用者所得を総額 122 億円地域内に流入していることを示して

います。地域外での雇用も考えられますが、地元での魅力的な雇用の場をつくる取組みを促進する必要

があります。 

 

 

 

（出典）地域経済分析システムＲＥＳＡＳをもとに編集・加工 

図 1-5 本市の雇用者所得状況 

 

 農業分野の状況分析 

農業分野における経営体状況に関して分析するものです。農業産出額及び、農業経営体の法人化率を

図 1-6 に示します。 
本市の場合、産出額は 2015 年に比較し増加していますが、2018 年をピークに減少傾向にあります。

ただし、法人化率は 2010 年より他地域に比較し大幅に増加しています。 
 

 
（出典）地域経済分析システムＲＥＳＡＳをもとに編集・加工 

図 1-6 農業産出額及び、農業経営体の法人化率の状況 
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 農業分野での農産物出荷先の分析 

農業分野における農産物の出荷先に関して分析するものです。農産物の出荷先別の経営体数の割合を

図 1-7 に、経営体数を表 1-1 に示します。 
本市の場合、平成 27 年（2015 年）・令和 2 年（2020 年）のデータを見ると、農産物の出荷先は、農

協が圧倒的に多い状況となっています。ただし、農産物の出荷先経営体数は減少傾向にあり、特に農協

が減少しています。 
 

 

 

 

表 1-1 農産物の出荷先別経営体数 

 

 

 

 

（出典）地域経済分析システムＲＥＳＡＳをもとに編集・加工 

図 1-7 農業分野での農産物出荷先の割合 

 農業生産関連事業への取組分析 

農産物を生産して加工・販売するという 6 次産業化の動きが広まってきていますが、図 1-8 は、本市、

都道府県平均、飯田市の取組状況を示したものです。 
農業生産関連事業としては、農産物の加工、消費者に直接販売、貸農園・体験農園等、観光農園などの

事業があり平成 22 年（2010 年）から令和 2 年（2020 年）の変化を示しています。注目されるのは、飯

田市が農産物の加工が減少しています。一方、本市の場合は、あまり成長は見られませんでした。 
今後も、取組みへの調査・検討が必要と考えます。                                                                                                                             

 

 

 

（出典）地域経済分析システムＲＥＳＡＳをもとに編集・加工 

図 1-8 農業生産関連事業の実施状況 

 

 林業分野の状況分析 

林業分野における経営体状況に関して分析するものです。林業総収入及び、林業経営体の法人化率を

図 1-9 に示します。 
本市の場合、総収入は 2015 年まで減少しましたが、その後、増加傾向にあります。また、2020 年に

法人化率が大幅に増加し、経営体の集約化も進んでいます。 
 

 

 

（出典）地域経済分析システムＲＥＳＡＳをもとに編集・加工 

図 1-9 林業総収入及び、林業経営体の法人化率の状況 
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 林産物販売・林産業請負に関する分析 

林産物販売と林産業請負に関して経営規模の変化について分析するものです。図 1-10 は、林産物・販

売金額帯別による経営体の割合と、林業作業・請負収入金額帯別の経営体の割合を示しています。 
林産物の販売金額帯別では、平成 22 年（2010 年）から令和 2 年（2020 年）の変化で、販売金額帯 100

万円～1,000 万円から 1,000 万円～5,000 万円へと経営体比率の増加が見られ、経営体の規模拡大や集約

化が進んでいることが分かります。一方、林業作業の請負収入金額別でみた場合も、１億円以上の規模

の大きな経営体へ変化している様子が見られ、規模の拡大や集約化が進んでいるように見えます。この

ように、本市の場合、林業の活性化が着実に進んでいると考えます。 
 

 

     

（出典）地域経済分析システムＲＥＳＡＳをもとに編集・加工 

図 1-10 林産物販売金額帯別と請負収入金額帯別での経営体数の割合 

 

 

 

  製造業分野の状況分析 

製造業分野の変化について分析するものです。図 1-11 は、製製造品出荷額等（総額）・付加価値額と

従業者数を示しています。2019 年に製造品出荷額等（総額）・付加価値額の減少が見られますが、従業者

数は、増加しています。本市の場合、製造業分野での雇用の場をつくる取組を促進することが必要と考

えます。 
 

 

（出典）地域経済分析システムＲＥＳＡＳをもとに編集・加工 

図 1-11 製造品出荷額等（総額）・付加価値額及び、従業者数 

 
 
3 本市の新産業技術活用状況 

本市における産業イノベーションの有るべき姿や地域課題解決に向けた処方箋を新産業技術推進ビジ

ョンとして策定するにあたり、推進ビジョン策定及び具体施策抽出に向けた基礎情報とするため「事業運

営及びＤＸ化の現況」、「第 1 期ビジョン認知度」、「第 2 期ビジョンへの期待」に対する意見収集を目的に

アンケート調査を行いました。アンケート回答の分析等から、「ＤＸ化」「新産業技術」を活用して、事業

運営上の課題や地域の課題の解決を具体的に取組んでいる企業の情報も収集しました。 
以下に、アンケート調査の結果を示します。 

 

 「事業運営及び、ＤＸの現況、新産業技術の活用」アンケート集計結果 

対象企業：伊那商工会議所、伊那市商工会の会員企業および市内ＮＰＯ法人から抽出 
調査期間：令和 4 年 11 月 21 日～令和 4 年 12 月 9 日 
調査方法：郵送調査 
調査票送付数：1,890 社 
有効回答数 ：  287 社（有効回答率：15.2%） 
 
注）円グラフは単数回答、棒グラフは複数回答をグラフ化。棒グラフは複数回答のため合計は 100％と

はなりません。棒グラフ中のＮは回答企業数を示しています。 
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（ア） 業種構成 

 回答企業には、卸売業・小売業、製造業、建設業が多く見られます。（図 1-12） 

（イ） 資本金・従業員数の構成及び、売上高 

 資本金1,000万円以下、従業員数9人以下の企業が大半を占めています。（図 1-13） 

 

図 1-12 回答企業の業種構成 

 

図 1-13 資本金・従業員数の構成 

 

 

（ウ） 事業運営上の課題  

 事業運営上の課題は、「顧客・販路開拓」、「人材育成」、「人手不足解消」への対応が大きな課題

となっています。（図 1-14） 

 

図 1-14 事業運営上の課題 

（エ） ＤＸの認知度・活用状況 

 ＤＸ認知度は、「十分理解」「ある程度理解」で４２％となっています。（図 1-15） 

ＤＸ活用状況「既に取組んでいる」「取組む予定」が２７％で、推進・検討に着手済となってい

ます。（図 1-16）全国を対象とした中小企業基盤整備機構「中小企業のＤＸ推進に関する調査」

(令和４年５月)では＜導入済 ７．９％／予定 １６．９％／取組みたい ３４．１％＞です。 

 

図 1-15 ＤＸの認知度 

 

図 1-16 ＤＸの活用状況 
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（オ） ＤＸで取組みたい分野 

 「顧客・販路開拓」が一番多く、「業務改革」「生産性向上」「人手不足解消」と業務効率化に関す

る項目が続き、「新サービス・製品開発」など売上向上の項目が続きます。（図 1-17） 

 

図 1-17 ＤＸで取組みたい分野 

 

（カ） 新産業技術推進ビジョンと取組み１０事業の認知度と期待する事業 

 新産業技術推進ビジョンと取組み１０事業で「知っている」「ある程度知っている」が２７％と

なっています。（図 1-18） 
 事業の認知度は、「スマート農業」が最も多く、「インテリジェント交通」「ＩＣＴ教育」「アドバ

ンスト物流」「デジタル行政」と続きます。（図 1-19） 

 期待する事業は、「デジタル行政」「スマート農業」「インテリジェント交通」「サスティナブル環

境」「ＩＣＴ教育」の順に高く、認知度からの変化として、環境問題の関心の高まりからか「サ

スティナブル環境」が上位に挙がっています。（図 1-20） 

 

 

図 1-18 新産業推進ビジョンと取組み事業の認知度 

 

 

 

図 1-19 取組み１０事業の認知度 

 

図 1-20 取組み１０事業で期待する事業 

（キ） 新産業技術の活用目的（期待したい分野） 

 期待したい分野として、「農業／食品」が一番高く、「健康・福祉・介護」「医療」「行政サービス」

の住民生活の分野、「観光」「交通」「エネルギー」など地域経済・生活の分野、「人材育成」と続

きます。これらから、地域経済と地域生活ともに新産業技術の活用が期待されていると考えられ

ます。（図 1-21） 

 

図 1-21 新産業技術の活用目的（期待したい分野） 
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（ク） 新産業技術を活用する上での懸念事項 

 「スキル人材不足」が一番多く、「技術活用の具体化」「技術内容の理解」「活用資金確保」がほ

ぼ同じ割合です。「技術活用の具体化」「技術内容の理解」では、新産業技術活用に成功している

企業の取組みを評価し、その横展開を図るなどの対策の必要があります。（図 1-22） 

 

 

図 1-22 新産業技術を活用する上での懸念事項 

 

（ケ） 行政機関に期待する支援事項 

 行政機関への期待は大きいです。（図 1-23） 

 行政機関に期待する支援では、「補助金の給付」が一番多く、「新産業人材教育支援」「活用アイ

ディア創出支援」「資金兆冊支援」「活用企画策定支援」「大学/企業間連携支援」となり、「資金」

に加え、「人材教育」と「企画創出」「産学連携」の支援などの期待が高く、行政機関との連携が

必要なことが分かります。（図 1-24） 

 

図 1-23 行政機関に期待度 

 

図 1-24 行政機関に期待する支援事項 

 

 

 

 企業のＤＸ、新産業技術の活用状況 

ＤＸ、新産業技術を具体的に活用している企業の回答を分析した結果を示します。 

 

a. ＤＸの具体的な活用を回答した企業 

 回答企業：９社 

 具体的に取り組んでいる分野を以下となります。 

 

 

b. 新産業技術の具体的な活用を回答した企業 

 回答企業：２１社 

 適用技術は以下のように第１期ビジョンで活用した新産業技術のＩｏＴ、ＡＩ、ドローンの技術

が多くみられます。 

       

 
  

IoT AI ドローン ロボット その他技術
9 2 7 1 8

活用新産業技術
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 導入が期待される新産業技術 

本章では、導入が期待される新産業技術について技術の概要と利活用例を説明します。ＩｏＴ、ＡＩ、Ｘ

Ｒ、メタバース、ドローン、ロボット、ＭａａＳ、ウエアラブルデバイス、生体認証、ブロックチェーン、５

Ｇ／Ｂｅｙｏｎｄ５Ｇ、都市ＯＳを取り上げます。すでに本市でも利用が進んでいる技術、現在活用に向け

て実証実験に取り組んでいる技術、今後活用が期待される技術があります。 
 

1 ＩｏＴ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜利活用事例＞ 

 
  

【ＩｏＴとは】 
  ＩｏＴ（モノのインターネット）とは、「一意に識別可能な「モノ」がインターネットに接続され、情

報交換をすることにより相互に制御する仕組み」のことです。 

【ＩｏＴがもたらす価値】 

  ＩｏＴの進展によって、ビジネスプロセス全体の中で情報が、より密接に結びつけられるようになり

ます。結果として、製品の作り方や使われ方がより詳しく見えるようになり、「ものづくり」に次の５つ

の変化が発生します。 

 ①製品の変化 ②価値の変化 ③ビジネスモデルの変化 ④リソースの変化 ⑤産業構造の変化 

【ＩｏＴの用途】 

ＩｏＴは下記のように広い分野での活用が急速に拡大しています。 

◇産業    ・工場プロセス管理 ・追跡高度化 ・農林業 等における資源把握自動化 

  ◇小売    ・サプライチェーンに係る高可視化・顧客・製品情報の収集 

  ◇運輸物流  ・車両テレマティクス・追跡システム・交通システム管理高度化 

  ◇ヘルスケア ・医療機関/診断管理高度化・患者や高齢者バイタル管理  

  ◇家庭・個人 ・宅内基盤設備管理高度化・宅内安心・安全サービス 

  ◇施設    ・施設内設備管理の高度化自動監視・制御等） 

◇エネルギー ・需給関係設備の管理を通じた電力受給管理 

 

 

2 ＡＩ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜利活用事例＞ 

 

 
 

【AI とは】 
  人間の知的ふるまいをソフトウェアを用いて大量のデータから学習して、人間のように様々な難しい

作業を柔軟にこなせるようにする技術です。 

【AIがもたらす価値】 

  翻訳などの言語や画像の処理など人間に比べ高速、高精度に行うことで、人間に代わり単純作業のみ

ならず高度で複雑な処理をおこなうことができます。 

現状、レベル3（システムがすべての運転操作を一定の条件下で実行）の市販車、体操のような高度な

動きをするロボット、及び新規の文章・画像を創造的に作成するソフトまで現れています。 

【AIの用途】 

仕訳、判定、管理、予測、業務効率化、最適化など、ビジネスや生活に様々適用されています。 

◇小売：顧客対応では顧客からのチャットでの質問に対し、チャットで回答するチャットボットに活用 

され、深夜や休日に関わらず顧客からの24時間365日の質問に対して対応が可能になります。 

◇運輸・物流：いくつかの経路の中から最適な経路を導き出し、効率的な運用を支援します。 

◇製造：製造品の品質管理において、画像で製造品の良否を判定し、不良品を除外するなど生産現場で 

の支援に活用されています。 
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3 ＸＲ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜利活用事例＞ 

 

【ＸＲとは】 
  現実世界（映像）と仮想世界（映像）を重ね合わせることで、暮らしや仕事などさまざまな作業の効

率化や迅速化、及び新たな体験を実現する画像処理技術です。スマートフォンやＨＭＤ（ヘッドマウン

トディスプレイ：眼鏡のような表示装置）を用いて、現実映像にコンピュータ生成画像・映像を重ね合

わせることによって実現されています。 

現状、コンピュータ生成画像・映像が現実映像と区別できないレベルに向上してきており、用途が拡

大しています。 

【ＸＲがもたらす価値】 

  単なる作業効率アップや教育コスト削減だけではなく、営業支援や顧客体験の向上、遠隔コミュニケ

ーションや空間共有など、さまざまな付加価値をもたらします。 

【ＸＲの用途】 

作業指示や教育訓練、ゲーム、観光案内、（メタバースを含む）仮想体験、などに適用されています。 

◇小売業界：ネット販売で自宅内でスマートフォンをかざし、購入前の家具などの商品を疑似的に配置

することで、商品の購入検討を支援するサービスが実用化されています。 

 

 

4 メタバース 

＜利活用事例＞ 

 
 

  

【メタバースとは】 
インターネット上のデジタル空間で、ネットワークを通じてアクセスできて利用者相互にやり取りが可

能で、臨場感・再現性と、アバターによる自己投射性・没入感があり、インタラクティブでオープンか

つ永続的な空間とされています。多くはＶＲゴーグルやウェアラブルデバイスなどを装着して利用する

３Ｄ空間ですが、スマホなど一般デバイスで利用可能な２Ｄ空間も有ります。（総務省 Ｗｅｂ３時代に

向けたメタバース等の利活用に関する研究会中間とりまとめ案（令和 5 年 1 月）） 
今後サービスの増加と対応するデバイスの多様化などにより利用機会が増える事が予想されます。 

【メタバースがもたらす価値】 
メタバースはゲームなどのエンターテイメントから、ＳＮＳ、ＰＲ、ＤＸ、ビジネス、教育、産業活用、

機会創出などへ適用され、さらに複数のデジタル空間の往来や、現実世界と同等の経済活動が出来る事な

どが期待されています。 
国内メタバース市場は 744 億(2021 年度)から 1 兆円(2026 年度)へ成長すると予想されています。（矢野

経済研究所（2022 年 9 月）） 
【メタバースの用途】 
下記のような場面で適用されています。 
・ 実在する公共空間のメタバース（秋葉原、渋谷、札幌など） 
・ シビックテックによるデジタルツイン構築（福井県越前市など） 
・ 自治体の既存データ活用（国土交通省ＰＬＡＴＥＡＵなど） 
・ ビジネス向けメタバース（文化・観光地・イベントなどの仮想的な再現、顧客開拓、若年層へのＰＲ、

メタバース上の商取引拡大など） 
・ バーチャルオフィス（テレワーク中のコミュニケーション円滑化など） 
・ 教育（フォトリアルアバターでの講義や、アバターの外見変化による教育効果の検証など） 
・ インフラの維持管理・土木工事等（デジタルツインの産業活用、高頻度シミュレーション技術の適用、

ビジネスＤＸへのメタバース組込みなど） 
・ 障がい等を持つ方の機会創出（現実には困難な体験の提供、ロボット等物理媒体と連携した現実生活

の体験、支援、機会創出など） 
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5 ドローン 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜利活用事例＞ 

 

【ドローンとは】 
 ドローンとは人が搭乗しない無人航空機やヘリコプターのことで、通称としてドローンと呼ばれます。 

【ドローンがもたらす価値】 

 ドローンの遠隔操作を行うことで、人が近づけないような場所にドローンを飛ばして①空中撮影・測量

②警備・監視③社会インフラ維持・管理④物流 に使用する。①空中撮影・測量は広く使われるようにな

り、工期の短縮などに役立っています。③社会インフラ維持・管理④物流は、実証実験が行われており、

実用化に向けて検討が進められています。 

【ドローンの技術】 

 ドローンの基本技術は、①飛行技術②位置情報把握技術③カメラなどの映像技術ですが、今後多数の事

業者の参画により、機体数が大幅に増加することが予想されています。そのため、運航管理システム、衝

突回避技術が必要になり、それに伴う国際標準化も進められています。 

ドローンには、下記のような種類があります。 

【ドローンの用途】 

空中からの農薬/肥料散布、測量、地図の制作、事件や事故現場の見取り図の作成、物流、災害調査、 

インフラ点検、通信基地局 、警備、捜索 、報道、観光空撮等に適用されています。 

（出典）総務省「ドローンの現状について」（平成28 年2 月） 

 

 

 

6 ロボット 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜利活用事例＞ 

 
 
 
  

【ロボットとは】 
ロボットには複数の種類があり、「産業ロボット」、「サービスロボット」があります。 

【ロボットがもたらす価値】 
「産業ロボット」は生産現場で従来から用いられています。産業ロボットは 1 兆円を超す市場規模を持ち、

さらに、人手不足により、人と協働で稼働する「協働ロボット」が普及し始めています。また、サービス

分野での人手不足への対応として「サービスロボット」に注目が集まり、また、市場での利用が急速に広

まってきています。 
【ロボットの用途】 

現在の主力は「産業ロボット」で、自動車などで組立、溶接、塗装などを手掛ける多関節ロボットが 

中心です。「サービスロボット」は物流や警備、医療などで使われており、近年その対象は食品や飲食な 

ど様々な産業に広がっています。また、コロナ禍で飲食業で食事を客席に配膳するロボットなど新たな 

利用が注目されています。 
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7 ＭａａＳ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜利活用事例＞ 

 
  

【ＭａａＳとは】 
 国土交通省は、“ＭａａＳ（Mobility as a Service）は、スマホアプリにより、地域住民や旅行者一人

一人のトリップ単位での移動ニーズに対応して、複数の公共交通やそれ以外の移動サービスを最適に組み

合わせて検索・予約・決済等を一括で行うサービスです。新たな移動手段（シェアサイク等）や関連サー

ビス（観光チケットの購入等）も組合せられます。”と説明しています。 

 ＭａａＳは、技術の進歩とともに拡大を続けていて、交通でけでなく、観光、物流、医療、行政サービ

スなど、さまざまな領域に広がりを見せており、地域が抱える課題解決に対して期待されています。 

 
（出典）国土交通省 国土交通省のMaaS推進に関する取組について） 

【ＭａａＳの用途】 

 下記のような用途があります。 

・交通ＭａａＳー複数の移動手段の選択肢を提示。予約決済サービスの提供 

・観光ＭａａＳー特急列車、観光施設、ホテルの予約など一括でサービスを提供 

・医療福祉ＭａａＳーオンライン診療/服薬指導、薬の配送など医療の一連の流れを提供 

・他にも、地域の生活の質をを向上させる物流、行政ＭａａＳ等があります。 

 

 

8 ウエアラブルデバイス 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜利活用事例＞ 

 

【ウェアラブルデバイスとは】 
  ウェアラブルデバイスとは、「身に着けられる」デバイスという意味を持つ言葉で、衣服や腕、首など

に装着可能なIoT機器やコンピューターを指すものです。スマートフォンなどの小型端末は手に「持っ

て」操作しますが、ウェアラブルデバイスは身体に「装着して」使用できるタイプのデバイスです。 

【ウェアラブルデバイスがもたらす価値】 

  手が塞がっている状態でも操作できるため、作業中やスポーツをしている最中でも利用できます。ま

た、長時間ストレスなく身に付けられるように設計されているため、運動時や睡眠時にも生体情報を取

得・管理することが可能です。下図のように各種あります（出典）総務省 平成 28 年度情報通信白書 
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9 生体認証 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜利活用事例＞ 

 

  

【生体認証とは】 
 生体認証とは、人の生体的な特徴・特性を用いて行う本人認証方式です。生体的な特徴・特性を総称し

て生体情報と呼んでいます。生体情報には、指紋や顔など身体的外観に基づく身体的特徴と、音声や署名

など行動特性に基づく行動的特徴があります。一般的には、身体的特徴で認証する方法が多くあります。 

生体認証には、指紋、顔、静脈、掌形、虹彩、音声、署名、ＤＮＡ等があります。 
【生体認証のメリット】 
 生体認証のメリットは、①利便性の高い本人確認方法を提供できる②認証時に必要となる機密情報の紛

失・盗難・置き忘れの可能性を低くできる③システムの目的に合わせて、運用者が安全性と可用性を設定

できるなどがあります。 

 

 

10 ブロックチェーン 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【ブロックチェーンとは】 
情報通信ネットワーク上にある端末同士を直接接続して、暗号技術を用いて取引記録を分散的に処理・

記録するデータベースで、ブロックと呼ばれる単位でデータを管理し、それを鎖（チェーン）のように連

結してデータを保管します。 
【ブロックチェーンがもたらす価値】 
ブロックチェーンは、同じデータを複数の場所に分散して管理しており、ブロックチェーンで管理され

ているデータの改ざんは困難です。また、分散して管理する方法から分散型台帳とも呼ばれます。 

 

（出典）経済産業省「平成２７年度我が国経済社会の情報化・サービス化に係る基盤整備」 
  
【ブロックチェーンの用途】 

仮想通貨（暗号通貨）の「ビットコイン」等の暗号資産に用いられている基盤技術です。また、契約

や取引などを自動化するスマートコントラクトや、食品のトレーサビリティ確保への応用などが考えら

れています。近年は、Ｗｅｂ３と呼ばれる分散型の新しいＷｅｂシステムへの利用や従来は容易にコピ

ーされてしまうデジタルコンテンツを唯一の資産として扱えるような「ＮＦＴ（Non-Fungible Token：
非代替性トークン）」というブロックチェーン基盤を用いた仕掛けが注目されています。 
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11 ５Ｇ／Ｂｅｙｏｎｄ５Ｇ 

 
 

【第 5 世代移動通信システム(５Ｇ)技術とは】 
スマートフォン等の普及や、動画サービスの利用拡大等により、今後も通信量の増加が見込まれる事か

ら、第 5 世代移動通信システム(５Ｇ)の導入が期待されています。４Ｇはコンシューマ向け携帯電話サ

ービスが中心だったことに対し、５Ｇでは様々な産業分野、例えば自動車、産業機器、ホームセキュリ

ティ、スマートメーター、ロボット、ドローン、センサー、ＩｏＴなどでの活用が検討されています。

５Ｇ技術の主な特徴は、①最高 10Gbps 程度の超高速通信によるリモート観戦やＶＲ／ＸＲ等での利用、

②1ms 程度の超低遅延通信による遠隔医療/ロボットや建機の遠隔操作/交通などでの利用、③1km²当た

り 100 万台程度の多数同時接続によるＩｏＴ／Ｍ２Ｍなどでの利用、などが期待されています。①はサ

ービス提供が始まっていますが、②③は 2023 年～2024 年頃から順次利用可能になると考えられていま

す。下図は、５Ｇ技術の全体像と機能分類を示しています。 

 
（出典）総務省「第５世代移動通信システム(５Ｇ)の今と将来展望」（令和元年 6 月） 

【ローカル５Ｇとは】 
IoT 普及などによる通信ニーズの多様化に対応して、地域や企業が自らの建物や敷地内でニーズに応じ

て柔軟に５Ｇシステムを導入できる制度を整備し、地域での利用促進を図るもので、主な特徴は以下など

が考えられています。 
・通信事業者のエリア展開が進まない地域で、独自に５Ｇシステムを構築して利用できる 
・他地域での通信障害、災害、ネットワーク輻輳などの影響を受けにくいシステムが構築できる 
・無線局免許に基づき、安定的に利用が出来る 
また、想定される主な用途には、建設現場での建機の遠隔制御、スマートファクトリー、自動農場管理、

自治体による河川等の監視、などが想定されています。 
【Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇとは】 
５Ｇの次の世代、すなわち第 6 世代移動通信システムの事で、2030 年ごろの実用化を目指した研究開

発が進められています 

 

 

12 都市ＯＳ 

＜利活用事例＞ 

分野 タイトル 概要 目的、狙い、効果 

都市OS FIWARE 
 

FIWAREは欧州を中心に開発された都市OS のオープンソースソフト

ウェアで、都市OS に必要な共通機能群の定義と構成要素を規定し、

認証機能とデータ管理APIを備えている。技術開発には日本からも

NECなどが参画。EU のパイロットシステムのSynchroniCity で利

用されたほか、国内でも事例がある。 

都市OS に必要な機能のオープンソ

ース開発 

 

 

【都市ＯＳとは】 
◇ スマートシティのリファレンスアーキテクチャと都市ＯＳ 
リファレンスアーキテクチャは、スマートシティの要素・手順を共通化し、構成要素の漏れ防止、持続的

なまちづくりに必要な機能全体を把握して、共通指針の下で、地域個別の実装を防ぐための枠組みです。 
都市ＯＳはそのための共通プラットフォームで、標準ＡＰＩでサービスとデータを分離させ、サービス間

の連携や地域間の横展開の実現を目的としています。これにより地域毎にシステムやサービスの個別開発

が不要となり、導入コストを最小化するとされていますが、同じシステムを使うのではなく、プラットフ

ォームを標準化するため、共通サービスと地域に最適化したサービス組み合わせて活用できるとされてい

ます。 
内閣府ＳＩＰ第 2 期「ビッグデータ・ＡＩ を活用したサイバー空間基盤技術におけるアーキテクチャ構

築及び実証研究事業」で研究した結果を、ホワイトペーパとして公開しています。リファレンスアーキテ

クチャのコンセプトは下記とされています。 
1. 利用者中心原則：常にスマートシティサービス利用者を意識して取組 
2. 都市マネジメント：持続的な運営のための地域全体マネジメント機能 
3. 都市ＯＳ：都市ＯＳでデータやサービスを自由・効率的に連携 
4. 相互運用：日本全体の他地域・他システムとの相互運用を効率化 

その中で、都市 ＯＳ の役割は、サービスやデータの自由な流通や連携とされています。（下図参照） 

 
 

新産業技術推進ビジョン第2期 伊那市 新産業技術推進ビジョン第2期 伊那市

80 81



 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

【用語解説】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

新産業技術推進ビジョン第2期 伊那市

83

I N A - C i t y
N e w  I n d u s t r i a l  Te c h n o l o g y  P r o m o t i o n  V i s i o n

Second s tage

用語解説



 

 

 

【本編、附属資料 用語解説】 

 

No. 用語 頁 用語解説 

1 ３Ｄ ＣＡＤ 35 ３次元コンピュータ支援設計。紙に2次元で書いていた設計図

を３次元で作成できるようにした専用ソフウェア、またはその

専用ソフトウェアを用いた設計です。 

2 ３Ｄプリンター 35 ３Ｄ ＣＡＤの設計データをもとにして、立体モデルを製作する

機械です。 

3 ３Ｒ行動 44,47 ３Ｒ（スリーアール）は、環境と経済が両立した循環型社会を

形成していくための３つの取組の頭文 字をとったものです。３

Ｒは、Reduce(廃棄物の発生抑制)、Reuse(再使用)、Recycle(再

資源化)の順番で取り組むことが求められています。 

4 ＢＣＭ 41 Business Continuity Managementの略で、企業が事業継続計画

の策定から、その導入・運用・見直しという継続的改善を含

む、包括的・統合的な事業継続のためのマネジメントのことで

す。 

5 ＢＣＰ 41 Business Continuity Planningの略で、災害などの緊急事態に

おける企業や団体の事業継続計画のことです。 

6 ＤＸフレームワー

ク 

28 データのデジタル化、個々の業務のデジタル化から、全体プロ

セスのデジタル化に至るＤＸの取組領域を明らかにするため、

ＤＸの各アクションを取組領域とＤＸの段階に分けて整理した

ものです。 

7 ＤＸ教育 36 データやデジタル技術を活用するための教育です。デジタル技

術を活用して目的を実現することが重要になります。 

8 ＥＨＲ 37,38 Electronic Health Recordの略で、地域の病院や診療所などを

ネットワークでつないで、患者情報等を共有し活用する基盤の

ことです。 

9 ＧＩＧＡスクール 33 2019年、文部科学省の「1人1台端末と高速大容量の通信ネッ

トワークを一体的に整備することで、特別な支援を必要とする

子供を含め、多様な子供たちを誰一人取り残すことなく、公式

に個別最適化され、資質・能力が一層確実に育成できる教育

ICT環境を実現する」構想です。 

10 ＭａａＳ 23,26, 

37,39, 

40 

地域住民や旅行者一人一人のトリップ単位での移動ニーズに対

応して、複数の公共交通やそれ以外の移動サービスを最適に組

み合わせて検索・予約・決済等を一括で行うサービスのことで

す。詳細は、附属資料 第2章 ＭａａＳ説明を参照願います。 

11 ＰＤＣＡ 50,51 Plan（計画）、Do（実行）、Check（測定・評価）、Action（対

策・改善）の順に仮説と検証を行い、さらにこの作業を繰り返

すことでマネジメント品質を向上させる仕組みのことです。

PDCAを繰り返すことを表すPDCAサイクルを回す、という言い

方もあります。 

 

 

No. 用語 頁 用語解説 

12 ＰＨＲ 37,38 Personal Health Recordのの略で、個人の健康・医療・介護に

関する情報のことです。 

13 ＲＰＡ 33,35 ロボティックプロセスオートメーションの略。定型的な事務作

業などを人工知能などのプログラムを使って自動化することで

す。 

14 ＳａａＳ 33 「サービスとしてのソフトウェア」で、インターネットを通じ

て利用できるソフトウェアのことです。 

15 ＳＴＥＡＭ 33,34, 

35 

科学(Science)、技術(Technology)、工学(Engineering)、アー

ト(芸術、文化、生活、経済、法律、政治、倫理等を含めた広い

範囲 Art)、数学(Mathematics)の英語の頭文字から作られた言

葉です。 

16 ＳＴＥＡＭ教育 33,34, 

35 

科学、技術、工学、アート、数学の5つの領域を対象とした理

数教育に、創造性教育を加えた教育理念です。 

17 ＶＲゴーグル 73 仮想現実(VR)を体験するため、顔に装着してゴーグルの内側に

映像を映し出す装置です。 

18 ＶＴＯＬ 30,31, 

32 

ＶＴＯＬとは、Vertical Takeoff and Landingの略称で、ヘリ

コプターのように垂直離着陸と高速巡航もできるドローンのこ

とです。そのため、離着陸のための広い滑走路がない場所での

利用や長距離の高速移動が可能です。 

19 カーボンオフセッ

ト 

44 カーボン・オフセットとは、日常生活や経済活動において避け

ることができないCO2等の温室効果ガスの排出について、でき

るだけ排出量が減るよう削減努力を行い、どうしても排出され

る温室効果ガスについて排出量に見合った温室効果ガスの削減

活動に投資すること等により排出される温室効果ガスを埋め合

わせるという考え方です。 

20 カーボンニュート

ラル 

22,44, 

45 

温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させることです。 

21 サーキュラーエコ

ノミー 

44 従来の3Rの取組に加え、資源投入量・消費量を抑えつつ、スト

ックを有効活用しながら、サービス化等を通じて付加価値を生

み出す経済活動で、資源・製品の価値最大化、資源消費最小

化、廃棄物発生抑止等を目指します。 

22 サイエンスパーク 

(伊那市) 

30,31 伊那市が信州大学の近くにつくる、農業・林業を中心としたイ

ンキュベーションや民間企業と共同出資での研究を行う拠点の

ことです。2023年5月にインキュベーション施設INADANI SEES

がオープンする予定です。 

23 スマイルカーブの

底辺からの脱却 

24 スマイルカーブではビジネスの上流(企画)下流(販売)は利益率

が高く、中流は利益率が低く(底辺)、上流や下流への事業の拡

張や移行により底辺からの脱却を図ることです。 

24 スモールビジネス 30,31, 

32,48 

スモールビジネスとは、小規模のビジネスのことで、個人事業

主、フリーランス、小規模事業者などが含まれます。 

25 デザイン思考 30,33, 

35 

デザイナーがデザインを考案する際に用いるプロセスを使っ

て、ユーザーの課題を定義し、解決策を見いだす考え方のこと

です。 
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No. 用語 頁 用語解説 

26 デジタルマーケテ

ィング 

21,23, 

26 

インターネット、デジタル端末、検索エンジン、データなどを

活用したマーケティング手法です。 

27 デジタル地域通貨 23 特定の地域でのみ利用することができる、独自の決済手段のこ

とです。 

28 バイオマス発電 44 動植物などから生まれる生物資源を燃焼したりガス化するなど

して発電することです。。 

29 バリューチェーン 26.27, 

28,29 

企業の全ての活動が最終的な価値にどのように貢献するのかを

体系的かつ総合的に検討する手法です。 

30 ビジネスモデルキ

ャンバス 

33 ビジネスを行う上で必要な9つの要素を可視化し、ビジネスモ

デルをデザインするツール（テンプレート）です。 

31 プロトタイピング 35 実働する試作品を早期に製作する手法とその過程です。 

32 マインドセット醸

成 

30,32 マインドセットとは、物事に対する見方や、判断の基準となる

考え方のことです。ここでは、前向きにとらえ成長しようとす

る心構えを醸成することです。 

33 リカレント教育 23,33, 

34,36 

学校教育からいったん離れたあとも、それぞれのタイミングで

学び直し、仕事で求められる能力を磨き続けていくための社会

人の学びのことです。 

34 リスキリング 23,33, 

34,36 

時代変化に対応した新しいスキルを身につけることです。 

35 リファレンスアー

キテクチャ 

81 ソリューションを構成する際に、考え方の基本として参照でき

る推奨構造、設計図、製品やサービスの結合方法などをあらか

じめ定めたものです。スマートシティ構築の基本となるソサエ

ティ5.0のリファレンスアーキテクチャが内閣府から提供され

ています。 

36 ワーケーション 38.43 非日常の土地で暮らし、働くことで、生産性や心の健康を高

め、より良いワーク＆ライフスタイルを実施することができる

手段のことです。 

37 観光ＭａａＳ 23 主に地域への観光客に対して地域の公共交通機関や商業・観光

施設など交通以外の分野とを連携したワンストップサービスを

提供するＭａａＳの形態のひとつです。 

38 教育ＤＸ 33 データやデジタル技術を活用して教育を変化させることです。 

教職員の業務などへの活用など教育の広い範囲での活用となり

ます。 

39 受給マッチング 23 生産性向上、新サービス普及、売り上げ拡大など経済成長へ寄

与するため、需要と供給を個別または即時に対応させることで

す。これにより、事業上の機会損失解消や、新サービス創出基

盤となる可能性も考えられます。 

40 地域マイクログリ

ッド 

44,46 太陽光発電やバイオマス発電などの再生可能エネルギーで電気

をつくり、蓄電池などで電力量をコントロールし、コミュニテ

ィ内の電 力供給を賄うことのできる、エネルギーの地産地消が

できるシステムです。 

41 農業データ連携基

盤 (ＷＡＧＲＩ) 

24.25 気象や農地、収量予測など農業に役立つデータやプログラムを

提供する、(国研)農研機構が提供する公的なクラウドサービス

です。 
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伊那市新産業技術推進協議会の経緯 

  

協議会 開催日・会場 議題 備考 

第1回 

令和４年７月５日（水） 

午後３時３０分 

ニシザワいなっせホール 

(1)新産業技術推進協議会のこれまでの活動

について 

(2)本年度のＳｏｃｉｅｔｙ５．０の取組みに

ついて 

(3)第 2 期新産業技術推進ビジョン策定につ

いて 

正副会長

の選任 

諮問 

第2回 

令和４年１１月１０日（木） 

午前１０時 

オンライン開催 

(1)第２期伊那市新産業技術推進ビジョン策

定概要について 

(2)第２期ビジョン策定に向けた検討イメー

ジ（案）について 

(3)第２期 ビジョン策定に向けた処方箋（事

業）について 

 

第3回 

令和４年１２月２３日（金） 

午後２時 

オンライン開催 

(1)第２期伊那市新産業技術推進ビジョン概

要（案）について 
 

第4回 

令和５年２月２０日（月） 

午前１０時から 

オンライン開催 

(1)第２期伊那市新産業技術推進ビジョン

（案）について 
 

意見募集 
令和５年３月６日（月）～ 

令和５年３月１７日（金） 
パブリックコメント 意見２件 

第5回 

令和５年３月２０日（月） 

午前１０時００分 

伊那市役所 多目的ホール 

（オンライン併用） 

(1)部会進捗報告 

(2)第２期新産業技術推進ビジョンについて 
 

答申 
令和５年３月２７日（月） 

伊那市役所 市長応接室 
(1)市長答申  

 

 

伊那市新産業技術推進協議会 名簿 

○委員 

 

分野 機関・団体名 役職等 氏  名 

全 

般 

伊那市政策委員・伊那市産業振興委員 委員 栗林 秀吉 

伊那商工会議所 専務理事 伊藤  正 

一般社団法人 教育情報化推進機構 

信州大学 教育学部附属次世代型学び研究開発センター 

理事長 

名誉教授 

東原 義訓 

株式会社三菱総合研究所 

十文字学園女子大学 

顧問 

特任教授 
瀬谷崎 裕之 

三井住友海上火災保険株式会社 長野支店南信支社 支社長 鈴木 雅也 

八十二銀行 伊那支店（伊那市金融団幹事行） 支店長 吉田 秀樹 

産業戦略研究所 代表 村上 輝康 

株式会社日建設計総合研究所 主席研究員 安藤  章 

（国研）産業技術総合研究所 インダストリアルＣＰＳ研究センター 主任研究員 岩田 拡也 

株式会社ＪＴＢ 提携販売中部営業部  営業部長 谷口 能弘 

コ
ネ
ク
テ
ッ
ド
保
健
福
祉 

信州大学 工学部 電子情報システム工学科 教授 香山 瑞恵 

富士通Ｊａｐａｎ株式会社 ヘルスケアソリューシ

ョンビジネス統括部 

田中 宏明 

伊那中央病院 院長 本郷 一博 

シミックソリューションズ株式会社 新規事業企画統括本部 ビジネスディベロップ

メント部 

神取 紗英 

サ
ス
テ
ィ
ナ
ブ
ル
環
境 

信州大学 人文学部 准教授 茅野 恒秀 

丸紅伊那みらいでんき株式会社 代表取締役社長 肥沼 光彦 

長野県経営者協会 上伊那支部 幹事長 橋爪 岳郎 

上伊那木材協同組合 理事長 都築  透 

ス
マ
ー
ト
工
業 

長野県南信工科短期大学校 副校長 武久 泰夫 

ＫＯＡ株式会社 ＫＰＳ－３イニシアティブ用途展開センター ゼネラルマネージャー 宮島 荘哉 

タカノ株式会社 顧問 臼井 俊行 

公益財団法人長野県産業振興機構 伊那センター センター長 網野 隆志 

ア
ド
バ
ン
ス
ド
物
流 

 

東京海洋大学 学術研究院流通情報工学部門 教授 黒川 久幸 

川崎重工業株式会社 理事 兼 統括部長 花光  明 

ＫＤＤＩスマートドローン株式会社 営業部 部長 立岩 正之 

株式会社ゼンリン 部長 田内  滋 
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分野 機関・団体名 役職等 氏名 

イ
ン
テ
リ
ジ
ェ
ン
ト
交
通 

名古屋大学 未来社会創造機構 モビリティ社会研究所 特任准教授 金森  亮 

東日本旅客鉄道株式会社 長野支社 総務部 企画室 室長 園田 弘世 

ＭＯＮＥＴ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ株式会社 事業本部 事業

推進部 

部長 上村  実 

トヨタ車体株式会社 商用カスタマー 

サポートグループ 

重水 隆太 

デ
ジ
タ
ル
行
政 

信州大学 理事・副学長 不破  泰 

ソフトバンク株式会社 

公共事業推進室 事業推進第一部 パブリックセクター推進課 

担当部長 稲垣 健二 

東日本電信電話株式会社 長野支店 副支店長 棚橋 裕弥 

沖電気工業株式会社 ソリューションシステム事業本部 

ＩｏＴ事業推進センター 

担当部長 小野 守道 

 

 

 

○アドバイザー 

 

分野 機関・団体名 役職等 氏名 

全 

般 

国土交通省 中部地方整備局 天竜川上流河川事務所 所長 佐藤 保之 

国土交通省 中部地方整備局 飯田国道事務所 所長 大口 鉄雄 

林野庁 中部森林管理局 南信森林管理署 署長 開藤 直樹 

総務省 信越総合通信局 情報通信部 情報通信振興室 室長 新納 真梨恵 

長野県 上伊那地域振興局 局長 竹村 浩一郎 

国土交通省 北陸信越運輸局 長野運輸支局 首席運輸企画専門官 高澤  陽 
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令和5年3月　長野県伊那市

伊那市イメージキャラクター
イーナちゃん

新産業技術推進ビジョン

未来を織りなす 創造と循環のまち
～伊那に生きる、ここに暮らし続ける～

目指す姿

　伊那市における新たなビジネスモデルの創出やIoT活用に向けた人材育成を
進めるため、平成28年5月にIoT等新産業技術推進のためのコンソシアムとし
て、伊那市新産業技術推進協議会を設置し、取組を進めてきました。
　取り組みを進める中で、今後の産業イノベーションのあるべき姿や地域課題
解決に向けた処方箋として、伊那市新産業技術推進ビジョンを平成30年に策
定しました。
　令和4年度末をもって「伊那市新産業技術推進ビジョン」が終期を迎えること
から、今後も新産業技術を活用し地域課題の解決を図り、誰ひとり取り残さな
い伊那市を創っていくため、第２期新産業技術推進ビジョンを策定しました。

I N A - C i t y
N e w  I n d u s t r i a l  Te c h n o l o g y  P r o m o t i o n  V i s i o n
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Second s tage
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